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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の
業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績
は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意くださ
い 当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可い。当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可
能性がある事項については、本資料のほか、決算短信（および決算説明資料）、有
価証券報告書、ディスクロージャー誌をはじめとした当社の公表済みの各種資料
の最新のものをご参照ください。

グ プまた、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等に関わる情報
は、公開情報等から引用したものであり、当該情報の正確性・適切性等について当
社は何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。
なお 本資料に掲載されている情報は情報提供を目的とするものでありなお、本資料に掲載されている情報は情報提供を目的とするものであり、
有価証券の勧誘を目的とするものではありません。
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＜本資料における用語の定義＞

連結：三井住友トラスト・ホールディングス（連結）

単体：三井住友信託銀行（単体）

2011年度以前の単体計数：旧中央三井信託銀行（単体）＋旧中央三井アセット信託銀行（単体）＋旧住友信託銀行（単体）

親会社株主純利益：該当する期の「親会社株主に帰属する当期純利益（四半期純利益・中間純利益）」

＜経営統合に伴う企業結合処理について＞

経営統合に伴う企業結合処理を「パーチェス処理」、パーチェス処理に伴う影響額を「パーチェス影響額」と称します

＜1株当たり指標について＞

「1株当たり純資産」・「1株当たり配当金」等の1株当たり指標の過年度計数は 2016年10月1日付けで実施した株式併合（普通株式10株につき1株の割合）が
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「1株当たり純資産」・「1株当たり配当金」等の1株当たり指標の過年度計数は、2016年10月1日付けで実施した株式併合（普通株式10株につき1株の割合）が
過年度において実施されていたと仮定し、算定した値を記載しております。

本日は 当社の決算説明会に多数のご出席を頂き ありがとうございます本日は、当社の決算説明会に多数のご出席を頂き、ありがとうございます。

さて、本日は、１７年度の業績については最初に少しだけ触れるに留め、１８年度の
取組方針を中心にお話ししたいと思います取組方針を中心にお話ししたいと思います。

２ページをご覧ください。



中期経営計画の進捗中期経営計画の進捗

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 1



中期経営計画の進捗

信託の強みを活かせる領域での成長 資金ビジネスの収益性向上など信託の強みを活かせる領域での成長 資金ビジネスの収益性向上など

手数料ビジネス 資金ビジネス 経費

信託の強みを活かせる領域での成長、資金ビジネスの収益性向上など、
中期経営計画初年度として着実に進捗

信託の強みを活かせる領域での成長、資金ビジネスの収益性向上など、
中期経営計画初年度として着実に進捗

手数料ビジネス 資金ビジネス 経費

資産運用・資産管理、不動産等の
手数料は増加

国内預貸業務は
収支・利鞘ともに底打ち

OHRは改善

62.0%
61.7%

粗利益 総経費 OHR（億円）

0.8%

1,500 

預貸収支（左） 預貸利鞘（右）（億円）

359

資産運用・資産管理
不動産
証券代行

（億円）

6,850 7,057 

5,000 

0.6%

1,000 

,

526
538

357
359

2,000

0

0 2%

0.4%

500 1,670 1,751
1,000

△4,250 △4,351 

△5,000 

17年度 17年度
0.0%

0.2%

0 
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

0

16年度 17年度
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17年度

計画

17年度

実績
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

2

16年度 17年度

１７年度は中計の初年度として 着実なスタ トを切れたと考えています１７年度は中計の初年度として、着実なスタートを切れたと考えています。

信託の強みである、資産管理、資産運用、不動産などの手数料ビジネスは、
いずれも増益となりました 資金ビジネスも 運用・調達両面で採算性に拘ったいずれも増益となりました。資金ビジネスも、運用・調達両面で採算性に拘った
運営を徹底したことにより、預貸収支の底打ちが確認できつつあります。

中計で掲げた戦略に確信を深める一方 当社の強みを更に際立たせる差別化への中計で掲げた戦略に確信を深める 方、当社の強みを更に際立たせる差別化への
取り組みを、一段と加速させる必要があると感じており、手綱を緩めず、着実に実践
していきたいと考えています。

５ページをご覧ください。



中期経営計画における主要KPIの状況・見通し

17年度 18年度 19年度 目指す

（億円） 計画 実績 計画比 計画 17年度比 中期計画 方向

実質業務純益 2,600 2,705 105 2,800 94 3,000 

実質業務粗利益 6,850 7,057 207 7,150 92 7,300 

総経費 △ 4,250 △ 4,351 △ 101 △ 4,350 1 △ 4,300 

親会社株主純利益 1,500 1,539 39 1,650 110 1,800 

手数料収益比率 57.4％ 50％台後半 60％程度

OHR 62.0％ 61.7％ △ 0.3％ 60.8％ △ 0.9％ 50％台後半 50％台半ば

株主資本ROE 7 4％ 8％程度 8％以上株主資本ROE 7.4％ 8％程度 8％以上

普通株式等Tier1比率 11.3％ 10％程度 10％程度

【環境想定】 （計画想定） （中期計画想定）【環境想定】 （計画想定）

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

3ヶ月TIBOR 0.06％ 0.07％ 0.07％ 0.06％ 

10年日本国債 0 07％ 0 045％ 0 15％ 0 40％

（中期計画想定）

10年日本国債 0.07％ 0.045％ 0.15％ 0.40％ 

日経平均株価 18,909円 21,454円 21,500円 19,000円

ドル/円レート 112円 106円 108円 118円

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 3



2018年度における取組方針2018年度における取組方針
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2018年度における取り組み：5つのポイント

手数料ビジネスの拡大

（1）資産運用ビジネス （コンサルティング営業・運用・管理）

1

（1）資産運用ビジネス （コンサルティング営業 運用 管理）

（2）不動産ビジネス （3）相続ビジネス

資金ビジネスの収益性向上

（ ）法人 （ ）個人

2

デジタル戦略の推進

（1）法人 （2）個人

3 デジタル戦略の推進

OHRの改善

3

4 OHRの改善

将来リスクへの備え

4

5
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将来リスクへの備え5

ここからは １８年度の取組方針として 手数料ビジネスを中心に 資金ビジネスのここからは、１８年度の取組方針として、手数料ビジネスを中心に、資金ビジネスの
収益性向上、デジタル戦略の推進、OHRの改善、そして将来リスクへの備えの５つ
のテーマについてご説明します。

これらのテーマを通じて、「国内を主たる事業基盤とする当社グループが、手数料
ビジネスを中心に如何に成長していくのか」、また「他社にはない当社の強み」
について 皆さまにお伝えできればと思っています。について、皆さまにお伝えできればと思っています。

７ページをご覧ください。



手数料収益は着実に増加 資本効率性の高い収益構造手数料収益は着実に増加 資本効率性の高い収益構造

手数料ビジネス：手数料ビジネスの状況

手数料収益は着実に増加、資本効率性の高い収益構造へ
継続的な取引が見込める安定的収益源が成長を牽引
手数料収益は着実に増加、資本効率性の高い収益構造へ
継続的な取引が見込める安定的収益源が成長を牽引

手数料収益の推移 収益安定化への取り組み

受託（資産運用・資産管理） 不動産

証券代行 投資運用コンサルティング

カード その他

（億円） 安定的収益（主としてストック収益） その他（億円）

手数料収益の推移 収益安定化への取り組み

149 421
432500

434
518 391

3,555 3,635
3,815

4,083 4,054

4,000

1 003

1,056 928
3,555 3,635

3,815

4,083 4,054

4,000

379 354
353 357

359

595 669
676 588

58122
22

149 421527
500

3,000 1,134 1,118

1,003

3,000

475 453
468 526 538

379 354

2,000

2 421 2,517
2,811

3,026 3,125

2,000

1,554 1,635 1,732 1,670 1,751
1,000

2,421 ,

1,000
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手数料ビジネス：資産運用ビジネス（事業環境）

DCを含む個人 金融機関の資産運用ニ ズの高まり 運用資産拡大余地が存在DCを含む個人 金融機関の資産運用ニ ズの高まり 運用資産拡大余地が存在DCを含む個人・金融機関の資産運用ニーズの高まり、運用資産拡大余地が存在
資産運用・資産管理でNo.1を誇る当社のビジネス拡大・成長に大きな可能性
DCを含む個人・金融機関の資産運用ニーズの高まり、運用資産拡大余地が存在
資産運用・資産管理でNo.1を誇る当社のビジネス拡大・成長に大きな可能性

成長を後押しする社会・経済情勢の存在

DC加入者が大きく増加 家計の金融資産は1 800兆円超 地方銀行等の預貸率は低位で推移

成長を後押しする社会 経済情勢の存在

企業年金 個人 金融機関

厚生年金基金
その他

DC加入者が大きく増加
資産残高も拡大へ

家計の金融資産は1,800兆円超
投資信託も100兆円に到達

欧米比では拡大余地は十分

地方銀行等の預貸率は低位で推移
国債利回り低下もあり、資金運用
ニーズが拡大・多様化

厚生年金基金

確定給 業年金

＜日米欧比較（17/3末）＞
＜資産残高＞＜加入者数＞

＜家計の金融資産＞ ＜地方銀行等の預貸率＞ ＜地方銀行等の有価証券
運用の構成＞

85%

90%

地方銀行

第二地方銀行

100%

預け金 国債
地方債 社債
株式 外国証券
その他の証券

78 2

88.9 
100 

確定給付企業年金

確定拠出年金（DC）（兆円）

80 

1 491

1,845 

1,750 

2,000 

その他
年金・保険
株式
投資信託
現金・預金

（兆円）

801 818 

1,000 

確定給付企業年金

確定拠出年金（DC）
（万人）

52%

5%
10%

29%

4%

日本

運用の構成＞

75%

80%

85%

60%

80%
26.8 

19.0 
78.2 

60 

80 

104 
84

198 466 

521 
86 

1,491 

1,000 

1,250 

1,500 

440 

592 

600 

800 
5%

13%

31%
11%

9%

米国

65%

70%

33%

41%

20%

20%

40%

5 9 10.4 

45.3 

59.4 

20 

40 

806 
943 

48 
84 

250 

500 

750 

139 

423 

200 

400 36%

33%
5%

34% 欧州
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11/3末 17/12末

13%
0%

11/3末 17/12末

5.9 
0 

12/3末 17/3末
0 

09/3末 17/9末

0 
12/3末 17/3末

18%
9%

欧州
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手数料ビジネスのうち 資産運用ビジネスの事業環境からご説明します手数料ビジネスのうち、資産運用ビジネスの事業環境からご説明します。

私は、このビジネスは着実な成長が期待できる状況にあると考えています。

まず、企業年金においては、ＤＣ拡大が顕著です。

次に 個人市場では 十分な投資余力がある中 足下では資産形成への確かな次に、個人市場では、十分な投資余力がある中、足下では資産形成への確かな
潮流が起きています。

金融機関についても、資金需要が低迷し、低金利が長期化する中、資金運用金融機関についても、資金需要が低迷し、低金利が長期化する中、資金運用
ニーズは拡大・多様化の一途にあります。

つまり、いずれの領域でも、資産運用ニーズは確実に拡大していくと考えられます。

８ページをご覧ください。



手数料ビジネス：三井住友トラストの資産運用ビジネス

資産運用ビジネスを「運用 「管理 「 ンサルテ ング営業 の3つの面から展開資産運用ビジネスを「運用 「管理 「 ンサルテ ング営業 の3つの面から展開資産運用ビジネスを「運用」・「管理」・ 「コンサルティング営業」の3つの面から展開
各々が専門性を磨き上げ、資産運用ニーズの高まりを成長ドライバーに転換
資産運用ビジネスを「運用」・「管理」・ 「コンサルティング営業」の3つの面から展開
各々が専門性を磨き上げ、資産運用ニーズの高まりを成長ドライバーに転換

運用 お客さま運用 お客さま
グループ各社の特徴を活かした

幅広い運用サービスを提供

コンサルティング営業
年金様々なニーズに応じた

最適な運用・管理をアレンジ

管理

個人

法人

最適な運用 管理をアレンジ

金融機関
規模のメリットを追求したコスト競争力・

機動性・対応力を備えた管理サービスを提供
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当社グル プは この資産運用ビジネスにおいて 様々な機能やサ ビスを提供当社グループは、この資産運用ビジネスにおいて、様々な機能やサービスを提供
しており、幅広いビジネスの機会があります。

機能 サービスを大きく分けると 「運用」 「管理」 そして「運用・管理の最適な機能、サービスを大きく分けると、「運用」、「管理」、そして「運用・管理の最適な
アレンジを提供する『コンサルティング営業』」の３つになります。

これらについて ご説明いたします。これらについて、ご説明いたします。

９ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（コンサルティング営業／ビジネス領域の拡大）

当社の強みは 資産 負債を総合的に勘案した ンサルテ ング営業当社の強みは 資産 負債を総合的に勘案した ンサルテ ング営業当社の強みは、資産・負債を総合的に勘案したコンサルティング営業
年金ビジネスで培ったノウハウを各領域へ展開し、信託機能と組み合わせて提供
当社の強みは、資産・負債を総合的に勘案したコンサルティング営業
年金ビジネスで培ったノウハウを各領域へ展開し、信託機能と組み合わせて提供

企業年金のお客さま向けのビジネスで 個人のお客さま企業年金のお客さま向けのビジネスで
確固たる事業基盤を確立

個人のお客さま

管 括 グ

高品質なサービス
「コア&サテライト」に基づく

長期・分散投資の推奨

コンサルティング
ノウハウを

制度・運用・管理を包括したコンサルティング
オープンプラットフォーム（第三者商品も活用）で

お客さまのニーズに適した運用ソリューションを提供

世代毎のB/S特性に応じた
コンサルティング営業

DC加入者数 シェア

（万人）

DB受託残高 シェア

（兆円）
法人のお客さま

ノウハウを
個人・法人の

お客さまへ展開

確固たる事業基盤

＜DB＞ ＜DC＞

17.6%

21.0%

100

150

（万人）

20.5%

21.2%

15

20

（兆円）

金融機関のお客さま

運用・管理の両面を捉えた
投資サポート

77

131

0

50

100

業界2位 業界1位

12.8 14.1

0

5

10

業界1位 業界1位

投資サポート

ニーズに応じた機動的な
商品組成
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まず取引の窓口となるコンサルティング営業ですまず取引の窓口となるコンサルティング営業です。

私は、当社の強みは、資産・負債を総合的に勘案したコンサルティングにあると考え
ていますています。

例えば、年金の場合、取引先企業の従業員の将来キャッシュフローやその企業の
年金負債を勘案した上で 年金制度や運用の提案を行なっています。年金負債を勘案した上で、年金制度や運用の提案を行なっています。

特に運用については、年金で培ったノウハウを、個人・法人の市場に展開し、
ビジネスを拡大させています。ビジネスを拡大させています。

年金、個人、法人それぞれの市場における取組みをご説明します。

１０ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（コンサルティング営業／企業年金）

年金顧客基盤を起点に 「企業年金 から「個人金融資産 までフ ルドを拡大年金顧客基盤を起点に 「企業年金 から「個人金融資産 までフ ルドを拡大年金顧客基盤を起点に、「企業年金」から「個人金融資産」までフィールドを拡大
制度コンサル・投資教育を軸に、DC基盤の拡大と個人の主体的な資産形成を促進
年金顧客基盤を起点に、「企業年金」から「個人金融資産」までフィールドを拡大
制度コンサル・投資教育を軸に、DC基盤の拡大と個人の主体的な資産形成を促進

「年金顧客基盤（プラットフォーム）の裾野拡大」による収益機会の拡張

大企業マーケット

「年金顧客基盤（プラットフォーム）の裾野拡大」による収益機会の拡張

DC投資教育の高度化により
主体的な運用を促進

厚生年金基金の実質廃止を機に、
中堅・中小企業へDC取引基盤を拡大

大 業

56%

銀行統合（12年）
以降の受託先

69%

当社受託先（*1）の平均

DC加入者の投信選択率（17/3末） 厚生年金基金の後継制度として、「DB＋DC」の
プランミックス提案を推進

DC実施企業数（当社受託先）

300人未満 300人以上 合計
中堅・中小企業マーケット

46%業界全体（*2）

DC投資教育のライフプラン

300人未満 300人以上 合計

12/3末 999社 480社 1,479社

17/3末 3,378社 753社 4,131社

（+2,379社） （+273社） （+2,652社）

個人の家計金融資産

DCマッチング拠出の選択率（17/3末）

DC投資教育のライフプラン
セミナー化により、自己資金

による資産形成を促進

（ , 社） （ 社） （ , 社）

16年度のDC導入企業のうち、

約3社に1社は当社受託先

39%

銀行統合（12年）
以降の受託先

75%

当社受託先の平均
DB・DCの範疇に留まらず、

貯蓄から資産形成への流れを促進

当社受託先のマッチング

拠出利用者は26万人

（業界全体の約4割）

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 10

（*1）当社受託先：三井住友信託銀行の運営管理機関受託先
（*2） 業界全体：「確定拠出年金統計資料（運営管理機関連絡協議会）」より集計

27%業界全体

まずは 企業年金市場についてご説明しますまずは、企業年金市場についてご説明します。

企業年金では、着実に拡大するDC市場を捉えることが、成長の鍵になると考えて
いますいます。

当社は、年金のフルラインサービスを通じて、企業との強い信頼関係を築き、
年金取引の実績を積上げてきました。年金取引の実績を積上げてきました。

この取引基盤をベースに、取引先の従業員の方々にも、質の高い投資教育など、
付加価値を提供しております。付加価値を提供しております。

その結果、左上の通り、当社がサービスを提供する企業の従業員の方々は、
約７０％という高い割合で投信を選択されています。また左下の通り、従業員本人約 選択 、 員
が資金を拠出するマッチング拠出の割合も、足下の実績は業界平均の約３倍の
７５％程度となっています。

従業員個人の主体的な運用に関わっていくことで、当社がＤＣ市場において、
幅広く確実な顧客基盤と収益基盤を構築しつつあることを、お分かり頂けるのでは
ないかと思います。

１１ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（コンサルティング営業／個人）

お客さまの中長期の資産形成をサポ ト スト ク収益拡大お客さまの中長期の資産形成をサポ ト スト ク収益拡大

戦略のポイント 残高および収益の状況

お客さまの中長期の資産形成をサポート、ストック収益拡大
ライフステージに応じた多様なニーズに対応、幅広い世代との取引を獲得
お客さまの中長期の資産形成をサポート、ストック収益拡大
ライフステージに応じた多様なニーズに対応、幅広い世代との取引を獲得

2.83 

3.55 3.49 3.56 3.72 

3

4 

（兆円） 投信
ファンドラップ・SMA

顧客本位の ンサ テ ング

戦略のポイント 残高および収益の状況

営業

収益安定化に向けた取り組み
52%

56%

800

1,000

（億円） 投信販売手数料
保険販売手数料
販社管理手数料等
ストック収益比率

2.45 

2.81 2.64 2.79 2.89 

1 

2 

3 顧客本位のコンサルティング
中長期の資産形成 ストック

収益
拡大

営業
スタイル

顧客
顧客接触機会の拡大

175 111 78 90 
105 

194 
178 199 200 

185 

45% 51% 52%

200

400

600

800

0.37 
0.74 0.84 0.76 0.83 

0 
14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

積立投資契約数 平準払保険契約者数

顧客
対応

顧客接触機会 拡
コンサルティング営業人材の
育成

306 299 303 320 375 

0

200

15年度

実績

16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

19年度

中計

40 

（千件） 資産形成層

退職前後層

シニア層

30

（千名） 資産形成層

退職前後層

シニア層

積 投資契約数

積立投資
保険
NISA 幅広い

取引

運用
手法

多様化

1年間で

カーディフ社との共同開発
商品を18上期リリース予定

10 

20 

30 

10 

20 

30 
機会

の獲得世代毎のシンプルな保険
相続・資産承継

顧客
ニーズ
多様化

顧客基盤拡大に向けた取り組み

2年間で
約4倍に

1年間で
約4倍に
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顧客基盤拡大に向けた取り組み

次に 個人のマ ケットについてご説明します次に、個人のマーケットについてご説明します。

当社は、中長期の資産形成・資産運用に重きを置いたコンサルティングを、従来
より強みとしてきました その強みを生かす戦略に沿って ストック収益を更により強みとしてきました。その強みを生かす戦略に沿って、ストック収益を更に、
伸ばしていきます。

加えて 昨今は右下の２つのグラフにある通り 資産形成層のお客様による積立型加えて、昨今は右下の２つのグラフにある通り、資産形成層のお客様による積立型
の商品の実績も伸びています。積立投資は１年間で約４倍、平準払い保険も２年間
で４倍となりました。

更に、今年度上期中には、合弁化したカーディフ社の保険商品を投入する予定です。

既存の保険商品を販売するだけではなく、顧客ニーズに沿った商品開発にも、顧
積極的に関わることで、平準払い保険の販売を更に拡大させる方向です。

なお、カーディフについては、粗利で年間２０億円程度の収益貢献ができるものと
考えています。

１２ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（コンサルティング営業／法人）

多様な領域 の投資経験を持つゲ トキ パ として お客さまの運用ニ ズに多様な領域 の投資経験を持つゲ トキ パ として お客さまの運用ニ ズに多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして、お客さまの運用ニーズに
沿った最適なソリューションやリスク管理の高度化等、投資プロセス全般をサポート
多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして、お客さまの運用ニーズに

沿った最適なソリューションやリスク管理の高度化等、投資プロセス全般をサポート

ビジネスの概要 金融法人等に対するサービス・AUM拡大を通じてビジネスの概要

運用
法人アセット

収益は各事業へ

金融法人等に対するサ 拡大を通じて
当社グループの手数料収益成長を牽引

グループ機能をフルに活用した、幅広い運用商品・
サービスの提供

金融法人・非営利法人等
の運用ニーズに沿った

ソリューション提供

75 
3

金融法人等向け私募投信･オルタナティブアセット残高/手数料

金融法人の顧客向け
サービスのサポート

管理残高の拡大

（億円）

法人

ﾏｰｹｯﾄ

マネジメント事業

ゲートキーパーとして
投資家の多様な

運用ニ ズに対応

（兆円）

84

0 

25 

50 
2.8 

0

1

2
サ ビスのサポ ト

不動産・遺言信託・投信窓販
等の包括的サービス提供

法人 セ ト ネジメ ト事業における

不動産
運用ニーズに対応

収益は各事業へ

5 000

10 

（兆円）

15年度 16年度 17年度15/3末 16/3末 17/3末 18/3末法人アセットマネジメント事業におけるAUM （*）

（*）私募投信・オルタナティブファンド、ローン、合同金信、仕組商品等の運用商品 ローンアセット等販売額

（億円）

合同金信等残高

（兆円）

2,500 

5,000 

4,3746.9 7.9 9.25 
1.3 

0.5 

1.0 
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続けて 法人向けのコンサルティング営業についてお話しします続けて、法人向けのコンサルティング営業についてお話しします。

資金需要の低迷と低金利が続く中、金融法人の運用ニーズはボリュームが拡大
するとともに 投資対象も多様化していますするとともに、投資対象も多様化しています。

このビジネスの顧客窓口は、法人アセットマネジメント事業が担っており、運用の
ゲートキーパー機能を提供しています。ゲ トキ パ 機能を提供しています。

つまり、当社の各事業が担う多様な投資領域について、信託機能も駆使して顧客
ニーズに応じた商品の形に整え、投資の後のリスク管理のノウハウも含めて、ズに応じた商品の形に整え、投資の後のリスク管理のノウハウも含めて、
お客さまに最適なソリューションを提供しております。

これは、投資商品の売り切り型のモデルとは一線を画す信託らしいサービスであり、、 線 、
グラフの通り実績も伸びています。

さて、ここまではコンサルティング営業の強みや特徴をお話してきました。

続いて１３ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（運用）

特色あるグループ会社が各々の強みを発揮し 順調にビジネスを拡大特色あるグループ会社が各々の強みを発揮し 順調にビジネスを拡大特色あるグループ会社が各々の強みを発揮し、順調にビジネスを拡大
運用力・商品企画力の更なる向上を企図、18年10月に三井住友信託銀行の運用

機能を分割し、三井住友トラストAMに統合予定

特色あるグループ会社が各々の強みを発揮し、順調にビジネスを拡大
運用力・商品企画力の更なる向上を企図、18年10月に三井住友信託銀行の運用

機能を分割し、三井住友トラストAMに統合予定

100

（兆円） 三井住友信託銀行

三井住友トラストAM

資産運用残高の推移

三井住友信託銀行 企業年金シェアNo.1の運用会社（*1）

各社の強みを活かした展開

【AUM】 53.8兆円 国内に確固たる基盤を有し、伝統資産からオ

インオーガニックな成長も視野に
中期的に100兆円を目指す

70 6

76.6 
80.9 

87.2 

80 

100 三井住友トラストAM

日興AM
企業年金（DB） 13.3
公的年金（DB） 31.3
その他国内法人 7.6
海外 1.4

ルタナティブ運用まで幅広くカバー。足元で
は、国内ではアクティブ・オルタナティブの受
託推進、海外では日本株・グローバル株受
託により基盤拡大

51.1 
53.8 

63.3 

70.6 

60 

三井住友トラストAM

リテール窓販に加えDC、金融機関からの受
託も拡大。足元では、コアラップ等のバランス
ファンドと共に特色ある外国株式ファンド（例：

【AUM】 10.0兆円
個人 3.4
（うちDC） 1.0

DC投信残高No.1の運用会社（*2）

10 0

46.4 

49.5 
51.0 

40 日興AM

ァン 共 特色ある外国株式 ァン （例
「ＴＨＥ 5Ｇ」）等の投入を通じて販社を拡大金融機関等 6.5

【AUM】 23.4兆円
個

ユニークな商品開発力を有する運用会社

海外運用会社のノウハウ等を積極的に活用

12.9 16.3 17.4 20.3 23.4 
3.8 

4.8 
8.1 

9.5 
10.0 

20 

個人 5.3
年金（DB） 2.9
金融機関等 2.4
ETF・MMF 9.6
海外 3.1

したユニークな商品開発力、系列に依存しな
いリテール販売網を有しており、足元では、
「グローバル・ロボティクス株式」シリーズが
「1兆円ファンド」化。17年度国内公募投信純
設定第1位 （*3）
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設定第1位 （*3）

（*1） 18年3月末時点 （*2） 17年12月末時点 （*3）ETF除き（投信協会資料等による試算）

ここでは本邦最大規模の運用機能についてお話ししますここでは本邦最大規模の運用機能についてお話しします。

お伝えしたいことは２点あります。

まず１点目は、右側に記載の通り、運用エンティティ３社がそれぞれに、特徴を
持っているということです。

２点目は、それらの特徴を生かしつつ、グループとして運用機能を強化・拡大する
ために、人材面や、運用会社としての風土に同質性のある２社について、
本年１０月に運用機能の分割・統合を行うことです。本年１０月に運用機能の分割 統合を行う とです。

続く１４ページで、運用機能の統合についてもう少しご説明します。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（運用／運用機能の分割・統合）

中長期投資の国民的ブランド力を持った資産運用会社を目指す中長期投資の国民的ブランド力を持った資産運用会社を目指す中長期投資の国民的ブランド力を持った資産運用会社を目指す
人材・ノウハウの集約により運用力・商品開発力を強化するとともに、機関投資家

ビジネスで培った運用力をリテールビジネスへ展開、市場拡大を捉えた成長を企図

中長期投資の国民的ブランド力を持った資産運用会社を目指す
人材・ノウハウの集約により運用力・商品開発力を強化するとともに、機関投資家

ビジネスで培った運用力をリテールビジネスへ展開、市場拡大を捉えた成長を企図

6

リテール
（兆円）

5年＋70％

三井住友信託銀行の運用機能の分割・
三井住友トラストAMとの統合

三井住友信託銀行 三井住友トラストAM

AUM 53 8兆円 AUM 10 0兆円

リテール市場での成長

個人

グル プ外販社への販促推進

3.4

3
企業年金（DB）

公的年金（DB）

個人

企業年金（DC）

AUM： 53.8兆円 AUM： 10.0兆円

DC

コアバランスやパッシブファンドに

グループ外販社への販促推進

0

18/3末

実績

23/3末

イメージ

海外 金融機関

投資アイディアの量産に繋がる運用力向上

運用フロントを三井住友トラストAMに集約

機関投資家市場での成長

ア ランスや ッシブファンドに
注力、DC投信残高1位を維持

70
リテール

（兆円）

5年＋10％

プロフェッショナル人材が活躍する企業風土の醸成

スピーディーな商品企画・開発機能の強化

顧客フロントを担う三井住友信託銀行との連携強化

DB・金融機関

お客さま毎のニーズを汲み取っ
たソリューション提供（カスタマイ
ズ対応）

60.3

30

50

新たな運用会社

機動的な提案の実現による営業力強化 ズ対応）

海外

パッシブや日本株アクティブを中
心とした SWFやPB販社からの
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30

18/3末

実績

23/3末

イメージ

14

我が国最大級の運用機関 資産運用残高：63.8兆円
中長期投資の国民的ブランドに

心とした、SWFやPB販社からの
受託拡大

左側に記載の通り 三井住友信託銀行は機関投資家に強みを持 ており左側に記載の通り、三井住友信託銀行は機関投資家に強みを持っており、
三井住友トラスト・アセットマネジメントは個人に強みを持っております。

統合すると運用資産は約６４兆円になりますが 右側で示している通り 今後の統合すると運用資産は約６４兆円になりますが、右側で示している通り、今後の
主たる成長ドライバーはリテール市場であると考えています。

機関投資家向け運用ではボリュームを引き続き確保 多様なニーズに対応した機関投資家向け運用ではボリュ ムを引き続き確保、多様なニ ズに対応した
高度なサービスを提供しつつ、それをリテールに展開していく方向です。

商品開発力・運用力を強化しつつ、併せてグループ外への販売拡大に向けて、商品開発力 運用力を強化しつつ、併せてグル プ外 の販売拡大に向けて、
営業体制も更に増強して参ります。

１５ページをご覧ください。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（管理）

資産管理の高度化ニ ズ アウトソ スニ ズに着実に対応資産管理の高度化ニ ズ アウトソ スニ ズに着実に対応

グループ資産管理残高の成長イメージ

資産管理の高度化ニーズ・アウトソースニーズに着実に対応
競争力強化に向け、規模のメリットを活かした合理化・サービス高度化を追求
資産管理の高度化ニーズ・アウトソースニーズに着実に対応
競争力強化に向け、規模のメリットを活かした合理化・サービス高度化を追求

規模のメリットの追求

ファンドアドミ
カストディ

（億ドル）
141.4 

150

投信以外

投信

（兆円）

グル プ資産管理残高の成長イメ ジ

国内 海外

規模のメリットの追求

資産管理ビジネスの中核会社であるJTSBとTCSB（*1）の
経営統合に向け主要出資会社間で合意

規模のメリットを活かし、合理化・サービス高度化を追求

2,639
3,422

198

468

2,000 

4,000 

73.4 
37.4 

68.0 
69.5 

50 

100 

150 投信

JTSB株主 TCSB株主 JTSB株主 TCSB株主

第1ステップ（18年10月1日） 第2ステップ（21年目処）

＜経営統合のストラクチャー＞

0 
13/3末

実績

18/3末

実績

中期

イメージ

32.1 
0 

12/3末

実績

18/3末

実績

中期

イメージ

投信受託残高の推移

【設立】JTCホールディングス

JTSB TCSB

【統合】  新会社

（JTCホールディングス
＋ JTSB ＋ TCSB）

37.2%
40%

60 

残高（左軸） シェア（右軸）（兆円） 業界1位

投信受託残高の推移

JTSB TCSB

＜会社概要＞（*2）

当社 33.3%

ず

預かり資産残高309兆円 384兆円

JTCホールディングス

＜各社出資比率＞

32.1 36.5 40.3 
51.0 55.6 

64.5 
73.4 

30%

35%

20 

40 

みずほFG 27.0%

りそな銀行 16.7%

生保各社 23.0%

信託財産

常任代理人業務等

当社 66.6% 主要株主 みずほFG 54%

りそな 33 3% 生保各社 46%

276兆円 141兆円

33兆円 243兆円
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（*1） JTSB: 日本トラスティ・サービス信託銀行、 TSCB: 資産管理サービス信託銀行
（*2） 17年12月末基準

りそな 33.3% 生保各社 46%

続いて資産管理機能の再編についてお話しします続いて資産管理機能の再編についてお話しします。

資産運用ビジネスの拡大に伴い、国内外の管理資産残高も着実に増加しています。

当社グループは今でもスケールにおいて優位性がありますが、連結子会社である
ＪＴＳＢをみずほ傘下のＴＣＳＢと統合させることで、システム開発力を強化し、
サービスのクオリティ コスト競争力を 更に圧倒的なものにしたいと考えています。サ ビスのクオリティ、コスト競争力を、更に圧倒的なものにしたいと考えています。

１６ページをご覧ください。



手数料ビジネス：不動産ビジネス

法人向け仲介は 既先との取引拡大 的確なニ ズ把握 基盤拡大により商材発掘法人向け仲介は 既先との取引拡大 的確なニ ズ把握 基盤拡大により商材発掘

法人向け仲介 リテール向け仲介

法人向け仲介は、既先との取引拡大、的確なニーズ把握、基盤拡大により商材発掘
リテール向け仲介は、グループ連携を含む営業力強化で更なる収益拡大へ
法人向け仲介は、既先との取引拡大、的確なニーズ把握、基盤拡大により商材発掘
リテール向け仲介は、グループ連携を含む営業力強化で更なる収益拡大へ

法人向け仲介

領域①

領域②

リテ ル向け仲介

親
密
化

196
20050

国内市場中古物件販売件数（左軸）

当社仲介手数料収益（右軸）

（千件） （億円）

ベ
ス
ト
パ
ー
ト
ナ

化
（取
引
種
類
・取
引

50

50

100

150

35

40

45

基盤拡大（チャネルおよび顧客属性）

顧客基盤拡大 領域③
ナ
ー
化

（販売件数データ：東日本不動産流通機構）

引
規
模
） 0

50

30

35

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

（社）
手数料合計（左軸）

（億円） （件）
（件）

領域③ 顧客基盤拡大

提携先金融法人の拡大

領域② 取引機会拡大

商業セクターとの取引機会拡大

領域① ベストパートナー化

既存顧客の多様なニーズに対応

中小型・遠隔地不動産の仲介件数 商業セクターとの不動産取引実績

63
20

40

60

28

43

10

20

30

40

50

10

20

30

40
手数料合計（左軸）
成約件数（右軸）

231100

200

（件）
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中小型：50億円未満の取引案件 遠隔地：当社拠点がない地域の取引案件

ここからは資産運用ビジネスを離れ そのほかの手数料ビジネスについてここからは資産運用ビジネスを離れ、そのほかの手数料ビジネスについて、
まずは不動産仲介から、お話しします。

右上のグラフの通り リテール向け仲介は着実に成長しています右上のグラフの通り、リテ ル向け仲介は着実に成長しています。

一方、法人向け仲介市場は、価格が高止まりする中、取引件数は減少傾向に
あります。この状況に対する対応策は 大きく３つあります。あります。この状況に対する対応策は、大きく３つあります。

１つ目は、規模や用途を問わず、顧客の幅広いニーズへの対応力を強化することで
す。す。

２つ目は、資産の取得・処分ニーズが相対的に高いセクターへ、リソースを優先的
に投入することです。具体的には、小売や商業施設の分野に注力することで、仲介具 、 、
の手数料を拡大させてきました。

３つ目は顧客基盤の拡大です。足下では金融法人等との提携で取扱い実績が着実
に積み上がっています。提携先金融法人とのＷｉｎ－Ｗｉｎのビジネスモデルが有効
に機能している好事例と言えます。

 ペ ジをご覧くださ１７ページをご覧ください。



遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス

手数料ビジネス：相続ビジネス

遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス
信託銀行特有のビジネスとして、資産の次世代移転ニーズを後押し
遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス
信託銀行特有のビジネスとして、資産の次世代移転ニーズを後押し

遺言信託の対象財産総額（AUM）社会・経済情勢

4,400 

（万人）

遺言信託の対象財産総額（AUM）

15％程度

当社預り資産の約5倍の
AUM（不動産等を含む）に財産総額

当社預り金融資産【市場】満60歳以上人口は年々増加見込

社会 経済情勢

4,000 

4,200 

AUM（不動産等を含む）に
アクセス可能

財産総額
（AUM）
3.2兆円

■ 当社預り金融資産
■ 他社預り金融資産
■ 不動産等

3,800 
2015 2020 2025 2030

遺言執行時（相続発生時）

■ 不動産等

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所

30,0001,200 

執行件数（左軸）

保管件数（右軸）

（件） （件）

遺言執行時（相続発生時）

遺言執行により （相続人

30％以上に拡大当社預り金融資産

【当社】遺言信託の保管件数増加に伴い、執行件数は年々増加

22,500

25,000

27,500

400 

800 

※遺言執行完了時における、相続人との
当社取引（サンプル調査）

遺言執行により、（相続人
との）当社との取引を拡大
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相続関連のサ ビスの機会は 人口動態の観点から見ても拡大が確実であると相続関連のサービスの機会は、人口動態の観点から見ても拡大が確実であると
思われます。

相続と言えば信託銀行 というブランドも確立されつつあります相続と言えば信託銀行、というブランドも確立されつつあります。

遺言信託や遺産整理など、相続関連の手数料は１５年度の２９億円から昨年度の
４６億円へ 約１ ６倍となっています 加えて 相続手続きを通して そのほかの４６億円へ、約１．６倍となっています。加えて、相続手続きを通して、そのほかの
ビジネスチャンスにつながることも多くあります。

幅広いコンサルティング力と多様な資産移転のサポート力を磨いて、成長の幅広いコンサルティング力と多様な資産移転のサポ ト力を磨いて、成長の
ドライバーの１つとしていきたいと考えています。

２０ページをご覧ください。



基盤獲得 シニア 退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大基盤獲得 シニア 退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大

（参考）ビジネス戦略：手数料ビジネス（基盤獲得と世代循環）

基盤獲得：シニア・退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大
世代循環：相続関連ビジネスを活用し、取引基盤の循環を進め、持続的成長へ
基盤獲得：シニア・退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大
世代循環：相続関連ビジネスを活用し、取引基盤の循環を進め、持続的成長へ

個人へのトータルソリューション営業モデル個人へのト タルソリュ ション営業モデル

安定収益基盤の拡充

積立投資 老後資金

資産 磐
石

住宅
ローン

退職金
運用

資産運用
相続・遺言

積立投資
平準払保険

老後資金
の調達

強化 強化

な
顧
客
基
盤

資産形成層 退職前後層 シニア層

住宅ローン顧客、DC・職域顧客、
ダイナースクラブ会員など

60代 70代 80代10代 20代 30代 40代 50代

盤
の
構
築

相続・贈与

負債

相続・贈与
（世代循環）

強みを更に強化
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手数料ビジネス：地域金融機関等との連携

当社が有する資産運用 不動産 相続等の専門機能を提供し 地域金融機関等との当社が有する資産運用 不動産 相続等の専門機能を提供し 地域金融機関等との当社が有する資産運用・不動産・相続等の専門機能を提供し、地域金融機関等との
Win-Winの関係を構築
当社が有する資産運用・不動産・相続等の専門機能を提供し、地域金融機関等との

Win-Winの関係を構築

不動産資産運用

資産運用 資産形成 相続 贈与 承継不動産運用 処分地域金融機関の

相続・承継

資産運用・資産形成
ニーズの高まり

相続・贈与・承継
ニーズの高まり

不動産運用・処分
ニーズの高まり

地域金融機関の
お客さまの

ニーズの変化

①お客さまの多様化するニーズへの対応力の拡充
②収益源泉の多様化、貸出・有価証券運用以外の収益拡充

地域金融機関の
ニーズ ②収益源泉の多様化、貸出 有価証券運用以外の収益拡充

資産運用会社の協働運営資産運用会社の協働運営 遺言信託・資産承継
サービスなどの提供

不動産ソリューション
の提供

当社の
専門機能の

活用

コンサルティング営業の
ノウハウ提供
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活用
地域金融機関等のビジネスニーズ対応や収益源泉多様化をサポート



手数料ビジネス：地域金融機関等との連携

資産運用

（億円）
スカイオーシャンAM JP投信

資産運用

合弁会社の資産運用残高資産運用会社の合弁設立・協働運営

スカイオーシャンAM JP投信

1 090

750 

1,000 

横浜銀行 ゆうちょ銀行

日本郵便
群馬銀行

216 239 
351 

564 
705 

162 235 

534 

1,090 

250 

500 
京都銀行

日本郵便

野村HD
東京きらぼしFG

216 
87 

162 
0 

16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末

不動産 相続・承継

100

（件）

不動産ソリューション成約件数

（件）

相続関連（代理店案件）成約件数

136 
50 

100 

748
250 

500 
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0 
15年度 16年度 17年度

ここでは 地域金融機関等との連携について少しお話ししますここでは、地域金融機関等との連携について少しお話しします。

当社が専門機能を提供し、それを地域金融機関等の顧客のサービスに活用して
もらうことで Win Winの関係が構築できていますもらうことで、Win-Winの関係が構築できています。

ゆうちょ銀行や日本郵便と立ち上げたJP投信、有力地銀と立ち上げたスカイオー
シャン・アセットマネジメントともに 順調に資産運用残高を拡大しています。シャン アセットマネジメントともに、順調に資産運用残高を拡大しています。

また、提供する専門機能は、資産運用以外に、不動産、相続など幅広い分野に
わたっており、多くの領域で成果を上げつつあります。わたっており、多くの領域で成果を上げ あります。

２２ページをご覧ください。



資金ビジネス：クレジットポートフォリオ（三井住友信託銀行）

個人向け： 住宅ローン中心に安定的に拡大個人向け： 住宅ローン中心に安定的に拡大個人向け： 住宅ローン中心に安定的に拡大
法人向け： 円貨は大企業向け中心、外貨（非日系）はプロダクト中心の質の高い

ポートフォリオ

個人向け： 住宅ローン中心に安定的に拡大
法人向け： 円貨は大企業向け中心、外貨（非日系）はプロダクト中心の質の高い

ポートフォリオ

2.0%

29 4 29 4

（兆円） 個人向け

法人向け（外貨）

クレジットポートフォリオの推移 大手行の不良債権比率の推移

1.5%
7.9 8.9 9.4 22.9 

25.4 

28.4 
29.4 29.4 

25 

30 法人向け（円貨）

1.0%
4 9

7.2 6.8 6.2 

6.4 

7.3 
20 

0 5%

当社

メガバ ク

2.2 4.9 

10 

15 

0 5％

0.9％

0.7％

0.5%
メガバンクA

メガバンクB

メガバンクC

14.3 13.1 13.1 13.6 13.8 

5 

0.2％

0.5％
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0.0%
12/3末 14/3末 16/3末 18/3末

0 
12/3末 14/3末 16/3末 17/3末 18/3末

21



資金ビジネス：国内預貸（三井住友信託銀行）

国内の預貸利鞘は、預金調達コスト抑制・貸出採算の地道な改善により底打ち国内の預貸利鞘は、預金調達コスト抑制・貸出採算の地道な改善により底打ち

国内預貸収支（*1, *2）の推移 国内預貸粗利鞘の推移

100 

1 0%

1.2%
貸出金利回り

預金利回り

（12年度を100として指数化）

【17年度】

90 

95 

改善
0.70% 

0.71% 0.8%

1.0% 預貸粗利鞘

85 

0.55% 
0.59% 

0 4%

0.6%

75 

80 当社

メガバンクA

メガバンクB

メガバンクC

0.15% 
0.12% 0.2%

0.4%

70 
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

メガバンクC

0.0%

（*1）預貸収支 貸出金利息 預金利息 譲渡性預金利息
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下
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（*1）預貸収支＝貸出金利息－預金利息－譲渡性預金利息

（*2）メガバンク各社は傘下銀行合算

ここからは 資金ビジネスについて お話ししますここからは、資金ビジネスについて、お話しします。

左のグラフの通り、国内預貸収支は、１７年度に低下トレンドを脱却しました。

貸出マーケットの競争環境は依然として厳しいですが、調達コスト削減策に加えて、
相対的に採算性の低い貸出を抑制することで、国内預貸粗利ざやは、右のグラフ
の通り ほぼ底打ちしたと考えています。の通り、ほぼ底打ちしたと考えています。

２３ページをご覧ください。



資金ビジネス：法人向け与信（三井住友信託銀行）

コ ポレ ト（外貨）を中心とする低採算資産の圧縮や外貨建ポ トのスプレッド改善等コ ポレ ト（外貨）を中心とする低採算資産の圧縮や外貨建ポ トのスプレッド改善等コーポレート（外貨）を中心とする低採算資産の圧縮や外貨建ポートのスプレッド改善等、
クレジットポートフォリオ改革は進展
注力のプロダクト関連資産は収益性、安全性（回収率・期間）重視で選別的に取り組み

コーポレート（外貨）を中心とする低採算資産の圧縮や外貨建ポートのスプレッド改善等、
クレジットポートフォリオ改革は進展
注力のプロダクト関連資産は収益性、安全性（回収率・期間）重視で選別的に取り組み

31%

プロダクト関連（外貨） プロダクト関連（円貨）

コーポレート（外貨） コーポレート（円貨）

プロダクト関連与信比率

法人クレジットポートフォリオ計画 クレジットポートフォリオの収益性向上

知見を有する貸出領域を
中心に積極的な取組を推進

投資家向けに商品化も企図

プロダクト関連与信の強化

20.49 20.02 20.04

28% 29%

31%

30%

20

25

（兆円） 中心に積極的な取組を推進

航空機ファイナンス

プロジェクトファイナンス

不動産NRL

トレード・コモディティファイナンス

シップファイナンス

コーポレート

プロダクト関連

プロダクトの比率 0 971 00

（％）

3.93 3 40

2.91 2.94 3.22

2.88 2.81 3.08 20%

15

20
外貨B/Sコントロール

（単位：10億ドル） 外貨建ポートのスプレッド （*2）

（*2）管理会計、末残ベース

40.1
35.0 32.0 30.1 

42%

45%
49%

40 

60 

プロダクトの比率

0.94

0.97

0 90

1.00 3.93 3.40
3.25

0%

10%

10

2年で

（ｳﾁ日系 3.22） （ｳﾁ日系 2.75）

24.6 25.7 26.4 28.5

38%
42%

0

20 0.83

0 80

0.90 
10.76 10.86 10.47

‐10%

0%

0

5

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

+14bp改善
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0 
16/3末

実績

17/3末

実績

18/3末

実績

19/3末

計画

0.80 
16/3末

実績

17/3末

実績

18/3末

実績

19/3末

計画

17/3末

実績

18/3末

実績

19/3末

計画

20/3末

中計

23
（*1） 20/3末の外貨残高は17/3末為替レートを横置き

（*1）

法人向け与信ポ トは ボリ ムは拡大させずに コ ポレ トロ ンから法人向け与信ポートは、ボリュームは拡大させずに、コーポレートローンから、
より高採算のプロダクト関連与信へシフトする戦略をとっています。

外貨ポートのスプレッドについては 右下グラフの通り 採算改善への着実な外貨ポートのスプレッドについては、右下グラフの通り、採算改善への着実な
取組みによって、上昇しております。

ただ 国内外のプロダクト関連与信も ますます競争が激しくなる中 引き続きただ、国内外のプロダクト関連与信も、ますます競争が激しくなる中、引き続き、
収益性や安全性を重視した取り組みを行なっているため、残高の増加は計画よりも
緩やかなものに留まっております。

２６ページをご覧ください。



資金ビジネス：外貨バランスシートの状況（三井住友信託銀行）

外貨 アB/Sは 流動性リスク 調達 ストに配意しつつ CCSによる調達を縮小外貨 アB/Sは 流動性リスク 調達 ストに配意しつつ CCSによる調達を縮小外貨コアB/Sは、流動性リスク・調達コストに配意しつつ、CCSによる調達を縮小
NCD・USCPによる短期調達は、バッファと位置付け、I/Bや為替市場で短期運用
外貨コアB/Sは、流動性リスク・調達コストに配意しつつ、CCSによる調達を縮小
NCD・USCPによる短期調達は、バッファと位置付け、I/Bや為替市場で短期運用

外貨コアB/Sの調達構造外貨B/Sの状況（18/3末）（単位：10億ドル）

100%

顧客受信・中銀預金等 シニア債等 円投（CCS等）

外貨コアB/Sの調達構造外貨B/Sの状況（18/3末）（単位：10億ドル）

（17/3末） （17/3末）

6%
5%

30%
25%

20%

75%

顧客受信・
中銀預金等

48.7
貸出 55.9

58.5

46.2

6%

50%
円投

（CCS等）
17.9クレジット債券 3.9

3.0
21.7

外貨コアB/S

64% 68%
75%

25%

シニア債等 4.5

NCD

I/B運用
FX FWD等

52.2
49.5

4.2

0%
17/3末

実績

18/3末

実績

20/3末

イメージ

NCD
USCP

42.9
等

43.0

外貨余資の
市場運用
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実績 実績 イメ ジ
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債券レポ 8.2債券投資 10.210.2 5.9

上記合計 122.4 上記合計 122.4121.2 121.2



資金ビジネス：個人向けローン

競争力あるプライシング 効率的な営業体制により優良顧客のアセ ト積上げ競争力あるプライシング 効率的な営業体制により優良顧客のアセ ト積上げ

優良な顧客基盤（住宅ローン）個人ローン残高 商品別内訳（単体）

競争力あるプライシング、効率的な営業体制により優良顧客のアセット積上げ
住宅ローン取引を起点に、顧客のライフイベント全体でのニーズに応え取引拡充
競争力あるプライシング、効率的な営業体制により優良顧客のアセット積上げ
住宅ローン取引を起点に、顧客のライフイベント全体でのニーズに応え取引拡充

11 5
12.4 12.6 14 

（兆円）

三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス
住信SBIネット銀行
三井住友信託銀行

優良な顧客基盤（住宅ローン）個人ローン残高 商品別内訳（単体）

消費性ローン残高
約300億円

主要行C
40%

45%

デ

9 7

2.2 
2.6 2.6 0.3 
0.3 0.3 11.5 

6 

8 

10 

12 

0.6% 当社

主要行A
主要行B

主要行D30%

35%

デ
フ
ォ
ル
ト
時
損

（
L
G
D
）8.9 9.4 9.7 

0 

2 

4 

17/3末

実績

18/3末

実績

19/3末

計画

5.5%

18/3末残高
9 4兆円

20%

25%

0.4% 0.5% 0.6% 0.7% 0.8% 0.9%

損
失
率

）

デフォルト確率（PD）
実績 実績 計画

効率的な営業体制（住宅ローン）住宅ローンを起点とした取引拡充

不動産業者ルート93.9%

9.4兆円

31%

39%

35%

40%

住信SBIネット銀行

WEB

職域

店頭等

住宅ローン

事業性ローン

その他（*）

（*）消費性ローン、当座貸越等

24% 25% 24%

27%

31%

20%

25%

30%

疾病保障保険付保率（金額ベース）
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店頭等

25

15%

15上期 15下期 16上期 16下期 17上期 17下期



生産性向上 ＯＨＲ向上 顧客サ ビス向上など既存領域を強化 効率化生産性向上 ＯＨＲ向上 顧客サ ビス向上など既存領域を強化 効率化

デジタル戦略の推進

生産性向上、ＯＨＲ向上、顧客サービス向上など既存領域を強化、効率化
信託らしい領域での独自のデータやノウハウを活用し、顧客の付加価値を創造
生産性向上、ＯＨＲ向上、顧客サービス向上など既存領域を強化、効率化
信託らしい領域での独自のデータやノウハウを活用し、顧客の付加価値を創造

主な取組 検討領域取組の狙い 期待する効果

生産性向上・
コスト構造 RPA・AIの活用

信託固有の大量かつ複雑な
オペレーションの改善

主な取組・検討領域取組の狙い 期待する効果

短
期

改革

モバイルを活用した顧客接点拡充
ホスト連動タブレット端末活用デジタル活用による

オペレ ションの改善 期
的
に
成
果顧客サービス ホ ト連動タ ット端末活用デジタル活用による

顧客提供価値の向上

ＡＩ活用による運用高度化

果
発
現

顧客サ ビス
向上

信託らしい“Deep Data” (*)の
コンサルティング活用信託らしい

トータル

事業横断のデータ活用

人事・総務コンサルティング

中
期
的

付
加
価ト タル

ソリューション
モデルの進化 外部企業とも連携した

プラットフォーム構築
信託資産（不動産等）の共通管理プラットフォーム

相続プラットフォーム

的
な

価
値
向
上
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* 信託関連業務等に関連した特定セグメントにおける詳細なデータ

デジタル戦略の方向性についてご説明しますデジタル戦略の方向性についてご説明します。

まず、短期的には、生産性向上や顧客サービス向上のために、RPAやAI、
またホスト連動タブレット端末を活用していきますまたホスト連動タブレット端末を活用していきます。

RPAについては、専門性や個別性が高く、且つ大量である信託の事務の合理化に

向いていると考えています 既に全社的に導入を始めており 今年度１５万時間向いていると考えています。既に全社的に導入を始めており、今年度１５万時間、
３年後には年間５０万時間の効果を見込んでいます。

中期的な戦略としては、信託らしいトータルソリューションモデルの進化を進めていく中期的な戦略としては、信託らしいト タルソリュ ションモデルの進化を進めていく
方向です。

年金・不動産・証券代行に関連するビッグデータの活用や、信託関連業務での動 代 、
プラットフォーム構築などを検討していきます。

まだ手探りのことも多く、試行錯誤が必要ですが、信託ならではの領域での、
デジタルを使った成長の可能性は大きいと認識しており、チャレンジしていきたいと
考えています。

 ペ ジをご覧くださ２７ページをご覧ください。



OHRの改善

経費見通し 経費削減への取組み

経費削減・効率化を追求しつつも、粗利益拡大とあわせてOHR改善を追求経費削減・効率化を追求しつつも、粗利益拡大とあわせてOHR改善を追求

64.5%

61.7%6,000 

粗利益（左軸） 総経費（左軸） OHR（右軸）（億円） • 少量・多品種の信託業務をRPA・ＡＩで削減
• 18年度は15万時間の削減目指す

RPA

17年度は事務センタ の拠点ビル２棟売却拠点
61.7%

60.8%

2,000 

4,000 

• 17年度は事務センターの拠点ビル２棟売却
• 18年度も運用拠点移転など拠点集約・賃貸返却

拠点
再編

• 重複機能の削減、グループ内横串管理強化
グループ

ガバナンス,
16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

ホスト連動外訪端末の導入により

信託型次世代店舗店舗戦略

オプション機能コア機能

ガバナンス

ホスト連動外訪端末の導入により
事務量10％削減、顧客往訪10％増加

＜第1段階＞

端末機能拡張で事務量50％削減＜第2段階＞ 外訪

店頭

オプション機能

ハイカウンター 貸金庫

ATM コンセプトスペース

コア機能

完了済

開発着手済

更なるデジタル化の推進で事務ゼロ化＜第3段階＞
ローン＆

ライフプランニング

事務
事務

ゼロ化
マーケットに
応じて必要
機能を装備

70％削減の手法に目処
（5年間で約1,600人相当の戦力創出）
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トップライン成長 コンタクト数 成約率 単価＝ × ×

機能を装備

経費関連についてお話しします経費関連についてお話しします。

経費については、着実に削減努力を続けることは当然として、成長による粗利拡大
とあわせた ＯＨＲの改善にフォーカスしたいと考えていますとあわせた、ＯＨＲの改善にフォ カスしたいと考えています。

例えば、店舗戦略については、端末機能拡張などによって、５年程度で事務の
７０％を削減することに目処をつけており 人数にすれば１６００人分の戦力創出に７０％を削減することに目処をつけており、人数にすれば１６００人分の戦力創出に
なります。

人材シフトにより、当社の得意なフェイス･トゥ･フェイスの営業など顧客接点を強化し、人材シフトにより、当社の得意なフェイス トゥ フェイスの営業など顧客接点を強化し、
粗利拡大へ繋げていきます。

２８ページをご覧ください。



将来リスクへの備え

米金利上昇リスクには 債券ベア投信 デリバティブも活用し リスク量削減で対応米金利上昇リスクには 債券ベア投信 デリバティブも活用し リスク量削減で対応米金利上昇リスクには、債券ベア投信、デリバティブも活用し、リスク量削減で対応
株価リスクに対し、現物削減とともに経済価値コントロールを目的にヘッジ取り組み
クレジットポートフォリオはリスク集中を抑制、リスク耐性のある高い質を維持

米金利上昇リスクには、債券ベア投信、デリバティブも活用し、リスク量削減で対応
株価リスクに対し、現物削減とともに経済価値コントロールを目的にヘッジ取り組み
クレジットポートフォリオはリスク集中を抑制、リスク耐性のある高い質を維持

株価の下落米金利の上昇 景気悪化・経済ショック

政策保有株式削減
ジ活 （ベ 投信）

集中リスク抑制方針の徹底
部市場 熱懸念を踏ま たポ 運営

米国債ポジションの抑制的運営
ジ活 （ベ 投信 デ バ ブ）

株価リスク削減・経済価値コントロールを
目的にヘッジ取引実施

地域・リスク属性・取組時期の集中抑制
安全性（回収率・期間）重視の資産選択

ヘッジ活用（ベア投信） 一部市場の過熱懸念を踏まえたポート運営ヘッジ活用（ベア投信・デリバティブ）

債券ベアファンド、デリバティブを活用し
慎重且つ機動的な運営を実施

簿価ベース 時価ベース 北米 欧州 アジア・オセアニア その他債券現物（米国債）

債券ベ 投信
（百万ドル）

18/3末のヘッジ比率70％程度金利上昇に備えたポート運営

米国金利リスク量（10BPV）の推移（単体）

ダウンサイドに配慮した高質なポート

株式の普通株式等Tier1資本に対する比率 （*1） 非日系向け与信の地域分散 （*2）

42%
39%

35%
42%

40%

50%

32%

13%

60 

110 

債券ベア投信

デリバティブ（時価会計）

合計

26%

19%
10%

20%

30%

28%

27%

△

10 

3.6兆円
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%

16/3末 17/3末 18/3末
△ 40 

16/9 16/12 17/3 17/6 17/9 17/12 18/3

28

（*2）18/3末最終リスク国ベース（*1） 「簿価ベース」：株式（取得原価）÷普通株式等Tier1資本（有価証券評価差額除き）
「時価ベース」：（株式（時価）－ヘッジ効果相当額）÷普通株式等Tier1資本

将来リスクへの備えについて ご説明します将来リスクへの備えについて、ご説明します。

主要国の金融政策変更に伴い、マーケットのボラティリティが高まる可能性や、また
地政学リスクも増していると考えています地政学リスクも増していると考えています。

当社は米金利については、年初からの金利上昇よりも前にリスク量を大きく圧縮
しました。しました。

政策保有株式についても、ヘッジ取引によって、時価ベースの保有額は、普通株式
等Tier１資本に対して１９％程度まで削減しています。等Tier１資本に対して１９％程度まで削減しています。

非日系のクレジットも、地域やリスク属性を分散させたポートフォリオとなっています
が、足下では更に、安全性を重視した運営としています。

３０ページをご覧ください。



財務・資本政策財務・資本政策
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財務・資本政策： 現状の資本に対する自己評価と当面の資本運営

中期経営計画 現行株主還元方針に則り 利益成長 資本効率向上を推進しつつ中期経営計画 現行株主還元方針に則り 利益成長 資本効率向上を推進しつつ

自己評価

中期経営計画・現行株主還元方針に則り、利益成長・資本効率向上を推進しつつ、
株主還元を中期的に強化

中期経営計画・現行株主還元方針に則り、利益成長・資本効率向上を推進しつつ、
株主還元を中期的に強化

十分性の目標水準
 規制要求7.5％、財務・経営バッファ2.5％（*1）

 長期のサービスを提供する信託の特性から一定の
相対優位性は確保

普通株式等Tier1比率 10％程度
（規制強化を勘案した最終化ベース）

自己評価

最終化ベースの目標水準達成へ
向かう蓄積段階

相対優位性は確保

現在のステージ  規制適用ベース11.3％、最終化ベース9％程度（*2）

蓄積を進めつつ、利益成長・資本
効率・株主還元とのバランスに配意

当面の資本運営

 中期経営計画の着実な遂行によるROE向上
（利益成長と資本効率の高いビジネスモデルの追求） 【KPI】（*3） 17年度

実績
19年度

中期計画当面の資本運営
 資本の蓄積を進めつつ、成長機会の追求、業績に応

じた株主還元強化とのバランスを勘案した運営

実績 中期計画

利益成長 1,539億円 1,800億円

資本効率 7.4％ 8％程度

株主還元 37.4％ 40％程度

中長期的な展望
 将来的に資本が十分な水準に達した後は、事業環境を踏まえた成長可能性や株式価値評価

の状況等を見極め、資本政策・株主還元を検討
 業績に応じた株主還元の強化に加え、資本効率改善を目的とした自己株式取得も視野へ
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（*1） リスク・アセットに対する必要な普通株式等Tier1資本の比率 （*2） 普通株式等Tier1比率（18/3末基準）。 規制適用ベースは速報値、最終化ベースは試算値
（*3） 利益成長：親会社株主純利益、資本効率：株主資本ROE、株主還元：総還元性向

最後に 資本政策 株主還元方針についてお話しします最後に、資本政策、株主還元方針についてお話しします。

まず、バーゼル最終化を踏まえた普通株式等Tier1比率は現状９％程度になってい
ますます。

従って、安定的に目標とする普通株式等Tier1比率１０％程度に達するまでは、資本
の蓄積段階にあると考えています。の蓄積段階にあると考えています。

ただし、現中計期間中も、中計の着実な遂行によるROEの向上を実現しつつ、

成長投資などとのバランスも勘案した上で、業績に応じた還元も確りと行なって成長投資などとのバランスも勘案した上で、業績に応じた還元も確りと行なって
いきたいと考えています。

この５月にも、中計の着実な進捗と当期の増益計画を踏まえ、９０億円を上限とする、 着実 捗 期 増 、 限
自社買いを決定しました。

将来的に、資本が安定的に十分な水準に達した段階になれば、業績に応じた還元
に加え、資本効率性改善を目的とした自己株取得も検討していきます。

以上で、私のプレゼンテーションを終了させて頂きます。

ご清聴、ありがとうございました。



財務・資本政策： 株主還元方針

業績に応じた配当と自己株式取得の実施により 中期的に 総還元性向40％程度業績に応じた配当と自己株式取得の実施により 中期的に 総還元性向40％程度業績に応じた配当と自己株式取得の実施により、中期的に、総還元性向40％程度
に引き上げ、株主還元強化を目指す

業績に応じた配当と自己株式取得の実施により、中期的に、総還元性向40％程度
に引き上げ、株主還元強化を目指す

＜株主還元方針＞＜株主還元方針＞
業績に応じた株主利益還元策として、普通株式配当につき、連結配当性向30％程度を目処とする配当
還元を維持しつつ、利益成長機会とのバランスや資本効率性改善効果を踏まえた自己株式取得等の
実施により、中期的に、総還元性向を40％程度に段階的に引き上げ、還元の強化を目指すこととする。

株主還元

配当性向30％程度 配当性向30％程度 ＋ 総還元性向40％

（参考）自己株式取得

実施時期 取得金額 対年度利益

37.4%
40%

50%
配当（左軸）

自己株式取得（左軸）

総還元性向（右軸）

（億円）

当性向 程度
機動的な自己株式取得 程度を目指す

実施時期 取得金額 対年度利益

14年度（15年2月） 164億円 ＋10.4%

15年度（15年8月） 99億円 ＋6.0%

16年度（16年5月） 69億円 ＋5.7%

17年度（17年8月） 81億円 ＋5 3%

20%

30%

40%

500 

17年度（17年8月） 81億円 ＋5.3%

（*）「対年度利益」は、取得金額を当該自己株式取得を
実施した年度の親会社株主純利益で割ったもの

18年5月に自己株式取得を決議

0%

10%

20%

0

 取得株数（上限）   2百万株 （発行済株式総数の0.53％相当）

 取得金額（上限）   90億円 （18年度純利益予想の5.5％相当）

 取得期間   18年5月14日～18年6月29日
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12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
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（参考）KPIの状況

資本十分性 政策保有株式削減

10%

12%

14% 普通株式等Tier1比率 （完全実施ベース）（*）

資本十分性 政策保有株式削減

政策保有株式の削減計画

16年度以降5年程度で、普通株式等Tier1資本（有価
証券評価差額除き）に対する比率を半減させる計画

8.44%
10.89% 11.68% 11.47% 11.33%

4%

6%

8%

10% 証券評価差額除き）に対する比率を半減させる計画
金額では、20年度末までに1,500億円～2,000億円程

度（取得原価ベース）の売却に相当

6.48%

0%

2%

4%

13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

42%
39%

35% 16/3末比 半減へ

8%

10% 株主資本ROE

6,945 6,662 6,304資本効率性

7.81% 7.84% 8.62% 8.72%
7 40%4%

6%

8%
16,364 16,897 18,091

7.81%
6.07%

7.40%

0%

2%

FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17
16/3末 17/3末 18/3末 22/3末

 株式 （取得原価）

 普通株式等Tier1資本 （有価証券評価差額除き）
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FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 実績 実績 速報 計画

32
（*） 調整項目等に係る経過措置を考慮せずに算出した試算値



（参考）ROE向上に向けた各事業セグメントの取り組み

中期経営計画の遂行を通じて ROE向上に取り組み中期経営計画の遂行を通じて ROE向上に取り組み中期経営計画の遂行を通じて、ROE向上に取り組み
手数料ビジネスの強化、与信ポートフォリオ変革を通じたB/S収益性の向上、

事業間シナジーによるトータルソリューションの提供や提携戦略の推進

中期経営計画の遂行を通じて、ROE向上に取り組み
手数料ビジネスの強化、与信ポートフォリオ変革を通じたB/S収益性の向上、

事業間シナジーによるトータルソリューションの提供や提携戦略の推進

事業 B/Sビジネス 手数料ビジネス
「専業信託銀行」

としての強み
資本

個人トータルソリューション
住宅ローン 投資運用コンサル

相続 与信ポートの
変革

法人トータルソリューション

法人アセットマネジメント

コーポレート

プロダクト

続

与信アレンジ

証券化・M&A

投資運用コンサル

資産運用アレンジ

変革

法人ア ッ ネジ ン

証券代行

動産

株主管理

コンサルティング

不動産仲介

資産運用アレンジ トータル
ソリューション

提携戦略
政策保有

株式の削減

不動産

受託

有 券 資

不動産仲介

不動産管理

資産運用

資産管理 M&Aの活用

マーケット

資本対比での コスト対比での

有価証券投資

ALM

事業間 資本・コストの
資本の
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資本対比での
収益性向上

コスト対比での
収益性向上

シナジーによる
収益増加

効率活用による
収益増加

資本の
効率活用

2017年度決算2017年度決算
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損益の状況損益の状況

（億円） 増減

1 実質業務純益 (*1) 2,323 2,705 381 

2 実質業務粗利益 (*1) 6,545 7,057 511 

3 資金関連利益 2 468 2 082 △ 386

16年度 17年度 実質業務純益

・ 市場関連損益の悪化解消を主因に、前年度比381億円
の増益

・ 国内預貸収支改善を主因に、「実質的な資金関連の
3 資金関連利益 2,468 2,082 △ 386 

4 手数料関連利益 4,083 4,054 △ 28 

5 その他の利益 △ 6 921 927 

6 総経費 (*1) △ 4,222 △ 4,351 △ 129 

与信関係費用 △

・ 損益」は改善（前年度比＋18億円、P.39）

・
・
・

手数料関連利益は、資産運用・資産管理関連、不動産
関連において着実に増加。相続関連の一過性要因解消
の影響（前年度比△47億円、P.39）を除けば実質増益

7 与信関係費用 △ 285 29 315 

8 株式等関係損益 364 63 △ 301 

9 その他の臨時損益 △ 439 △ 472 △ 33 

10 経常利益 1,963 2,326 362 

与信関係費用

・
・

新規発生は限定的
一部取引先の残高減少等に伴う戻入益計上もあり、
ネット29億円の利益計上

11 特別損益 △ 52 61 114 

12 税金等調整前純利益 1,911 2,388 476 

13 法人税等合計 △ 569 △ 730 △ 161 

14 非支配株主純利益 △ 127 △ 117 9 

ネット 億円の利益計

株式等関係損益

・ 政策保有株式削減を推進（削減額352億円・売却益
364億円）する一方、ヘッジ投信の持値改善を企図した
入替えにより損失（△348億円）を計上

15 親会社株主純利益 1,214 1,539 325 

16 株主資本ROE 6.07% 7.40% 1.33% 

17 1株当たり配当金（DPS）（円） 130 130 - 

入替えにより損失（△348億円）を計上

その他の臨時損益・特別損益
・ 合理化のため、拠点ビルを売却（売却益150億円）

一方で、システム関連費用の一括処理等を実施

18 1株当たり純利益（EPS）（円） 317 403 86 

19 発行済株式総数（百万株） (*2) 382.8 381.2 △ 1.5 

(*1) 実質業務純益・実質業務粗利益・総経費は、持分法適用会社の損益等も

考慮した社内管理ベ スの計数

親会社株主純利益

・
・
・

前年度比325億円の増益
中計初年度として着実な進捗
（計画1 500億円、達成率103％）
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　　　考慮した社内管理ベースの計数

(*2) 普通株式（自己株式除き）の期中平均
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（計画1,500億円、達成率103％）

バランスシートの状況

預貸率の大手行比較（単体）

78 240

60

80
（％）

預貸率の大手行比較（単体） (*2)
（億円） 増減

1 資産 654,537 683,567 29,030 

2 現金預け金 269,444 288,413 18,968 

3 有価証券 51 277 55 376 4 099

17/3末 18/3末

78.2 
55.0 60.8 59.6 

0

20

40

当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC

不良債権比率の大手行比較（単体） （ ）

3 有価証券 51,277 55,376 4,099 

4 貸出金 280,404 281,905 1,501 

5 その他の資産 53,410 57,872 4,461 

6 負債 626,620 654,844 28,224 

預金 譲渡性預金

1.0 

（％）

不良債権比率の大手行比較（単体） （*2）7 預金・譲渡性預金 433,274 439,151 5,877 

8 信託勘定借 102,741 110,707 7,965 

9 その他の負債 90,604 104,985 14,381 

10 純資産 27,916 28,723 806 

0.2 

0.9 
0.5 0.7 

0.0 

0.5 

当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC

（*2） 18/3末基準 メガバンク各社は傘下銀行合算

11 株主資本 20,316 21,278 961 

12 その他の包括利益 4,309 4,968 658 

13 非支配株主持分等 3,290 2,476 △ 814 

（億円）

政策保有株式残高（取得原価）の推移

（*2） 18/3末基準、メガバンク各社は傘下銀行合算

14 1株当たり純資産（BPS）（円） 6,437 6,897 459 

15 発行済株式総数（百万株） (*1) 382.5 380.5 △ 2.0 

（参考）

8,729

6,945 6,662 6,304

7,000

（参考）

16 預貸率（単体） 77.1% 78.2% 1.1%

17 不良債権比率（単体） 0.2% 0.2% △ 0.0%

(*1) 普通株式（自己株式除き）
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4,000
11/3末 16/3末 17/3末 18/3末
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(*1) 普通株式（自己株式除き）



損益の状況（グループ会社別）

実質業務純益の内訳
（億円） 増減

1 実質業務純益　（以下は各社寄与額 *1） 2,323 2,705 381 

2 うち 三井住友信託銀行 1,505 1,897 392 

3 三井住友トラスト・アセットマネジメント 62 55 △ 7

16年度 17年度

2 323

2,7053,000 

その他グループ会社等
三井住友信託銀行

（億円）

実質業務純益の内訳

3 三井住友トラスト アセットマネジメント 62 55 △ 7 

4 日興アセットマネジメント（*2） 91 133 41 

5 三井住友トラスト不動産 48 58 9 

6 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（*2） 116 128 11 

7 三井住友トラスト ロ ン＆フ イナンス 99 102 3
1,505

1,897

818

808
2,323

1,000 

2,000 

7 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 99 102 3 

8 住信SBIネット銀行（*2） 75 79 4 

9 三井住友トラスト保証（*2） 120 119 △ 1 

10 三井住友トラストクラブ 56 29 △ 26 

,505

0 

16年度 17年度

11 パーチェス処理による影響額 △ 27 △ 27 △ 0 

12 親会社株主純利益　（以下は各社寄与額 *1） 1,214 1,539 325 

13 うち 三井住友信託銀行 776 1,179 403 

14 三井住友トラスト・アセットマネジメント 43 37 △ 5 その他グループ会社等

三井住友信託銀行
（億円）

親会社株主純利益の内訳

15 日興アセットマネジメント（*2） 47 75 27 

16 三井住友トラスト不動産 35 41 6 

17 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（*2） 58 51 △ 6 

18 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 68 69 0
437

3601,214

1,539

1,000 

1,500 

三井住友信託銀行

18 三井住友トラスト ロ ン＆ファイナンス 68 69 0 

19 住信SBIネット銀行（*2） 49 52 2 

20 三井住友トラスト保証（*2） 79 83 3 

21 三井住友トラストクラブ 25 △ 2 △ 27 

22 パ チ ス処理による影響額 79 △ 4 △ 83

776

1,179

0 

500 

16年度 17年度
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22 パーチェス処理による影響額 79 △ 4 △ 83 
年度 年度

37

(*1) グループ会社の業績に直接関連しない連結調整要因を含まない実質的な寄与額を記載 （*2） 連結ベース

損益の状況（事業セグメント別）

実質業務粗利益の内訳
（億円） 増減

1 実質業務純益 2,323 2,705 381 

2 実質業務粗利益 6,545 7,057 511 

3 個人トータルソリューション事業 2,019 1,937 △ 82

16年度 17年度

個人 法人 証券代行

不動産 受託 マーケット

（億円）

実質業務粗利益の内訳

3 個人ト タルソリュ ション事業 2,019 1,937 △ 82 

4 三井住友信託銀行 1,402 1,328 △ 74 

5 その他グループ会社 617 608 △ 8 

6 法人事業 （*） 1,699 1,834 134 

7 三井住友信託銀行 1 185 1 286 100

1,782 

2 019

1,937 6,000 

7 三井住友信託銀行 1,185 1,286 100 

8 その他グループ会社 513 547 34 

9 証券代行事業 358 359 1 

10 三井住友信託銀行 196 201 5 

11 その他グループ会社 161 158 △ 3 364 

1,738 

1,699 

1,834 

2,019 

4,000 

11 その他グループ会社 161 158 △ 3 

12 不動産事業 525 538 13 

13 三井住友信託銀行 320 321 1 

14 その他グループ会社 204 216 11 

15 受託事業 1 602 1 697 95

1,669 

1,697 

465 

525 

538 358 

359 

2,000 

15 受託事業 1,602 1,697 95 

16 三井住友信託銀行 612 627 14 

17 その他グループ会社 989 1,070 80 

18 マーケット事業 82 544 461 

19 総経費 △ 4 222 △ 4 351 △ 129

975 
82 544 

1,602 

0 

15年度 16年度 17年度

19 総経費 △ 4,222 △ 4,351 △ 129 

20 三井住友信託銀行 △ 2,327 △ 2,370 △ 43 

21 その他グループ会社 △ 1,894 △ 1,980 △ 86 

（*）法人トータルソリューション事業および法人アセットマネジメント事業の合計
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損益の状況（三井住友信託銀行）

増減

20 資金関連利益 2,167 1,765 △ 401 

21 資金利益 2,032 1,633 △ 399 

22 国内部門 1 410 1 434 23

16年度 17年度
（億円） 増減

1 実質業務純益 1,505 1,897 392 

2 業務粗利益 3,833 4,268 435 

3 資金関連利益 2 167 1 765 △ 401

17年度16年度

22 国内部門 1,410 1,434 23 

23 国際部門 621 198 △ 422 

24 うちスワップ解約損益（債券見合） 286 - △ 286 

25 貸信・合同信託報酬 134 132 △ 2 

3 資金関連利益 2,167 1,765 △ 401 

4 手数料関連利益 1,969 1,902 △ 66 

5 特定取引利益 170 104 △ 66 

6 その他業務利益 △ 473 495 969 

うち外国為替売買損益
26 うち外貨余資運用益 162 295 133 

27 （参考）実質的な資金関連の損益 （*） 2,042 2,061 18 

（*） 資金関連利益－スワップ解約損益（債券見合）＋外貨余資運用益

7 うち外国為替売買損益 286 453 167 

8 うち国債等債券関係損益 △ 969 △ 57 912 

9 うち金融派生商品損益 211 94 △ 117 

10 経費 △ 2,327 △ 2,370 △ 43 

28 手数料関連利益 1,969 1,902 △ 66 

29 うち投資運用コンサルティング関連 588 581 △ 6 

30 うち資産運用・資産管理関連 612 627 14 

31 うち不動産仲介関連 254 261 6

11 与信関係費用 △ 249 70 319 

12 その他臨時損益 △ 82 △ 238 △ 155 

13 うち株式等関係損益 313 59 △ 253 

14      年金数理差異等償却 △ 285 △ 163 122 
31 うち不動産仲介関連 254 261 6 

32 うち証券代行関連 196 201 5 

33 うち相続関連 94 46 △ 47 

34 うち法人与信関連 360 344 △ 15 

15 経常利益 1,173 1,729 556 

16 特別損益 △ 59 △ 83 △ 23 

17 税引前当期純利益 1,113 1,646 533 

18 法人税等合計 △ 336 △ 466 △ 130

35 国債等債券関係損益 △ 969 △ 57 912 

36 国内債 16 0 △ 15 

37 外債 △ 985 △ 58 927 

18 法人税等合計 △ 336 △ 466 △ 130 

19 当期純利益 776 1,179 403 
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17年度

資金利益（三井住友信託銀行）

国内預貸粗利鞘 推移

0 72 0 70 0 71

1.00 
貸出金利回り 預金利回り 預貸粗利鞘（％）

17年度

前年度比 前年度比 前年度比

1 資金利益合計 1,633 △ 399 

2 国内部門 0.40% 0.00% 1,434 23 

収支
（平残：兆円）
（収支：億円）

平残 利回り

国内預貸粗利鞘の推移

0.72 0.70 0.71

0.57 0.57 0.60 0.50 

0.75 3 資金運用勘定 35.68 2.58 0.57% △ 0.05% 2,044 △ 23 

4 うち貸出金 21.10 1.05 0.70% △ 0.03% 1,492 14 

5 うち有価証券 3.20 0.12 1.45% △ 0.07% 465 △ 5 

6 うちスワップ受け --- --- --- --- 27 △ 21 

0.15 0.13 0.110.00 

0.25 

15/4Q 16/4Q 17/3Q 17/4Q

7 資金調達勘定 35.10 2.68 0.17% △ 0.03% △ 610 47 

8 うち預金 23.12 0.25 0.14% △ 0.02% △ 324 45 

9 うち信託勘定借 2.67 - 0.49% 0.00% △ 131 1 

10 国際部門 0.15% △ 0.37% 198 △ 422 

1 83

2.16
2.34

貸出金利回り 預金利回り 預貸粗利鞘（％）

11 資金運用勘定 11.95 △ 0.03 1.74% 0.32% 2,083 374 

12 うち貸出金 6.68 △ 0.54 2.12% 0.48% 1,423 236 

13 うち有価証券 1.87 △ 0.17 2.13% 0.41% 401 46 

14 資金調達勘定 11.79 △ 0.22 1.59% 0.69% △ 1,884 △ 797 

国際預貸粗利鞘の推移

1.83
2.34

1.03

1.23 1.36

1 00

1.50 

2.00 
15 うち預金 5.09 0.53 1.20% 0.30% △ 612 △ 198 

16 うちNCD・USCP 4.04 0.03 1.15% 0.35% △ 465 △ 141 

17 うち債券レポ 1.35 0.04 1.22% 0.60% △ 166 △ 83 

18 うちスワップ払い --- --- --- --- △ 358 △ 299 

0.80
0.93 0.98

0.00

0.50 

1.00 うちスワップ払い

19 （＋） 貸信・合同信託報酬 132 △ 2 

20 （＋） 外貨余資運用益 295 133 

21 （△） スワップ解約損益（債券売却見合） - △ 286 

22 実質的な資金関連の損益 2 061 18
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0.00 

15/4Q 16/4Q 17/3Q17/4Q
22 実質的な資金関連の損益 2,061 18 

23 （参考）国内預貸粗利鞘／預貸収支 0.56% △ 0.01% 1,167 60 

40



手数料関連利益

単体 連結 （ 1） 手数料収益比率

手数料関連利益 資金関連利益

その他の利益 手数料収益比率

（億円）

単体 連結 （*1）

（億円） 16年度比 16年度比

1 手数料関連利益合計 1,902 △ 66 4,054 △ 28 

2 投資運用コンサルティング関連 581 △ 6 581 △ 6

17年度 17年度

手数料収益比率

7 156 7,271
7 057

57.4%
60%

2 投資運用コンサルティング関連 581 △ 6 581 △ 6 

3 カード関連 - - 432 11 

4 資産運用・資産管理関連 627 14 1,751 80 

5 収益 931 23 1,850 79 

事務アウト 費用 △ △ △

2 576
2,468

2 082

772
876 878

921

6,787
7,156

6,545

7,057

40%

7,000
6 事務アウトソース費用 △ 303 △ 9 △ 99 0 

7 証券代行関連 201 5 359 1 

8 収益 300 3 359 1 

9 事務アウトソース費用 △ 99 1 0 0 

2,460 2,643 2,576
2,468

2,082

20%
3,500

10 不動産関連 321 1 538 11 

11 その他（融資手数料等） 171 △ 80 391 △ 126 

12 手数料収益比率 （*2） 44.5% △ 6.8% 57.4% △ 4.9% 

後

3,555 3,635 3,815 4,083 4,054

（*1）内部取引消去実施後の数値を記載しています。

（*2）粗利益に占める手数料関連利益の割合 

手数料収益比率の大手行比較

57.4% 
37.2% 35.9% 34.7% 

0%

20%

40%

60%
0%0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

△6
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0%
当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC
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経費

[連結] 経費の内訳

8,000

他グループ会社等 三井住友信託銀行

OHR（連結） OHR（単体）（億円）

（億円） 増減

1 人件費 △ 1,942 △ 2,027 △ 84 

2 物件費 △ 2,102 △ 2,144 △ 42 

3 税金 △ 177 △ 179 △ 2

17年度
[連結]

16年度 経費の内訳

64.5%
61.7%

60 7%

60%

6 000

7,000

3 税金 △ 177 △ 179 △ 2 

4 総経費 △ 4,222 △ 4,351 △ 129 

5 経費率（総経費／実質業務粗利益） 64.5% 61.7% △ 2.8% 

3,928 3,988 4,087 4,222 4,351

60.7%

55.5%

40%

5,000

6,000

（億円） 増減

6 人件費 △ 1,067 △ 1,095 △ 28 

7 給与等 △ 1 015 △ 1 024 △ 8

17年度
[単体]

16年度

1,431 1,502 1,726 1,894 1,980

,

3,000

4,0007 給与等 △ 1,015 △ 1,024 △ 8 

8 退職給付費用 120 100 △ 19 

9 その他人件費 △ 171 △ 172 △ 1 

10 物件費 △ 1,125 △ 1,148 △ 22 

2,497 2,485 2,361 2,327 2,370

20%

1,000

2,00011 システム関連費用 △ 340 △ 388 △ 47 

12 その他物件費 △ 784 △ 759 24 

13 税金 △ 135 △ 126 8 

14 経費 △ 2,327 △ 2,370 △ 43 

0%0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
15 経費率（経費／業務粗利益） 60.7% 55.5% △ 5.2% 
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[与信関係費用の状況]

与信関係費用と金融再生法開示債権

[与信関係費用の状況]

（億円） 上期 下期

1 三井住友信託銀行 △ 249 53 17 70 

2 一般貸倒引当金 △ 279 61 45 106 

16年度 17年度 主な発生要因（17年度）

区分悪化：約△803 個別貸倒引当金 19 1 △ 29 △ 28 

4 償却債権取立益 17 2 5 8 

5 貸出金売却損・償却 △ 6 △ 12 △ 3 △ 16 

6 その他グループ会社等 △ 35 △ 7 △ 33 △ 40 　三井住友ﾄﾗｽﾄ・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾌｧｲﾅﾝｽ△21、三井住友ﾄﾗｽﾄｸﾗﾌﾞ△13

　　　　　区分悪化：約△80
　　　　　　区分改善：約＋40
　　　　　　残高減少等（含む取立益）：約＋110

7 合計 △ 285 46 △ 16 29 

（億円） 保全率 引当率

[金融再生法開示債権の状況（単体）]
18/3末 17/3末比

開示債権の推移
（億円） 保全率（*1） 引当率（*2）

8 金融再生法開示債権合計 567 95.8% 78.4% △ 145 

9 （開示債権比率） (0.2%) --- --- (△ 0.0%)

10 破産更生債権等 120 100.0% 100.0% 41 

17/3末比

1.1%

1.3% 1.5%4,000

（億円） 開示債権

開示債権比率（右軸）

11 危険債権 270 92.9% 74.6% △ 84 

12 要管理債権 177 97.4% 34.7% △ 102 

13 要注意先債権（要管理債権除く） 5,485 --- --- △ 71 

14 正常先債権 282,133 --- --- 1,049 
2,453

3,059

1 661

0.6%

0.2% 0.2%
0.5%

1.0%

1,000

2,000

3,000

15 総与信 288,184 --- --- 833 

（*1）（担保掛目考慮後の保全額＋引当額）／債権額

（*2）引当額／（債権額－担保掛目考慮後の保全額）

1,661

712 567 0.0%0
11/3末 13/3末 15/3末 17/3末 18/3末
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有価証券

［時価のある有価証券（連結）］ 取得原価 評価損益 (*1) その他有価証券（時価あり）の評価損益

その他 政策株式ヘッジ （*3）
米国債 （*3） 株式
合計（億円）

［時価のある有価証券（連結）］ 取得原価 評価損益 (*1)

（億円） 18/3末 17/3末比 18/3末 17/3末比

1 その他有価証券 43,621 3,927 7,392 536 

2 株式 6,304 △ 358 8,762 1,457 

その他有価証券（時価あり）の評価損益

2 819
3,826 

7,542 
6,755 6,856 

7,392 

2,500 

5,000 

7,500 3 債券 8,158 △ 299 22 5 

4 その他 29,157 4,585 △ 1,392 △ 926 

5 満期保有目的の債券 2,649 △ 797 219 △ 49 

［時価のあるその他有価証券（単体）］ 2,819 

(2,500)

0 

13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

［時価のあるその他有価証券（単体）］

6 その他有価証券 43,613 4,400 7,540 499 

7 株式 6,064 △ 333 8,972 1,430 

8 債券 8,877 81 9 7 

うち 債

（*3） 三井住友信託銀行保有分

9 うち国債 2,413 708 1 2 

10 その他 28,672 4,652 △ 1,442 △ 937 

11 国内向け投資 821 △ 115 17 △ 1 

12 海外向け投資 12,540 △ 758 △ 168 △ 9 

政策保有株式の削減状況 （*4）

16年度 17年度

（億円） 上期 下期

19 政策保有株式削減額 322 133 219 352 
（参考） 経営統合 来（ 年度 年度）削減累計額 億

13 うち米国債 4,961 △ 2,859 △ 187 △ 14 

14 その他（投資信託等） 15,309 5,526 △ 1,291 △ 925 

15 うち政策株式ヘッジ(*2) 13,466 4,695 △ 1,343 △ 975 
（*1）「株式」は月中平均時価にて評価

マーケット事業保有債券の状況 （*5）

デ シ （年）

（参考） 経営統合以来（11年度～17年度）削減累計額： 2,816億円

　　　　　現行計画（16年度～20年度）に基づく削減累計額： 674億円

（*4）上場株式の取得原価

（*2）資本規制上のヘッジ効果が得られるもの： 取得原価 8,821億円、評価損益△1,106億円

［時価のある満期保有目的の債券（単体）］

16 満期保有目的の債券 1,935 △ 698 218 △ 50 

17 うち国債 1,191 △ 208 198 △ 2 

10BPV （*6） デュレーション（年） （*6）

（億円） 18/3末 17/3末比 18/3末 17/3末比

20 円債 26 6 6.8 0.8 

21 外債 29 △ 48 4.0 △ 4.0 
（*5）「満期保有目的の債券」「その他有価証券」を合算した管理ベース
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18 うち海外向け投資 357 △ 462 14 △ 51 

算

（*6）デリバティブ等によりヘッジを行っている投資残高を控除して算出

　  　今回より投信によりヘッジを行っている部分も考慮



自己資本比率等の状況

普通株式等Tier1比率は、リスク・アセットが増加したものの、純利益の積み上げにより普通株式等Tier1資本が増加した結果、

［自己資本比率等の状況］ 17/3末 18/3末
【自己資本増減要因】

普通株式等Tier1比率は、リスク アセットが増加したものの、純利益の積み上げにより普通株式等Tier1資本が増加した結果、
17/3末比0.29ポイント上昇の11.33％。完全実施ベースでは、同0.14ポイント上昇

レバレッジ比率、流動性カバレッジ比率ともに17/3末比上昇。規制要求水準を上回る水準を確保

（億円） 実績 速報値 増減

1 総自己資本比率 16.42% 16.31% △ 0.11% 

2 Tier1比率 13.54% 13.74% 0.20% 

3 普通株式等Tier1比率 11.04% 11.33% 0.29% 

【自己資本増減要因】

① 普通株式等Tier1資本：＋1,839億円
・純利益：＋1,539億円
・配当・自己株式取得： △576億円
・その他の包括利益累計額： ＋1,351億円

4 総自己資本 31,858 33,481 1,623 

5 Tier1資本 26,257 28,214 1,956 

6 普通株式等Tier1資本 21,418 23,258 1,839 ①

7 基礎項目 23,608 26,027 2,419 

8 調整項目 △ 2 189 △ 2 769 △ 579

【リスク・アセット増減要因】

② 信用リスク：＋0.5兆円
・投信残高の増加（一時的に構築されたポジションを含む）

③ マーケット・リスク：＋0.6兆円
・計測モデル変更に伴う影響等8 調整項目 △ 2,189 △ 2,769 △ 579 

9 その他Tier1資本 4,838 4,955 117 

10 Tier2資本 5,601 5,267 △ 333 

11 リスク･アセット 193,919 205,229 11,310 

12 信用リスク 178,558 183,521 4,963 ②

［その他の健全性規制比率の状況］ 18/3末

（億円） 速報値 17/3末比

19 レバレッジ比率 3.98% 0.11% 

・計測モデル変更に伴う影響等

13 マーケット･リスク 5,514 11,638 6,124 ③

14 オペレーショナル・リスク 9,846 10,068 222 

＜参考＞完全実施ベース

15 普通株式等Tier1比率 11.19% 11.33% 0.14% 

20 （三井住友信託銀行（連結））（*2） (4.59%) (0.14%)

21 Tier1資本の額 28,214 1,956 

22 総エクスポージャーの額 708,078 29,644 

23 流動性カバレッジ比率 （*3） 131.9% △ 4.8% 

16 普通株式等Tier1資本 21,665 23,258 1,592 

17 うちその他の包括利益累計額（*1） 4,309 4,968 658 

18 リスク・アセット 193,526 205,229 11,703 

「完全実施ベース」： 調整項目等に係る経過措置を考慮せずに算出した試算値

（*1）うちその他有価証券評価差額（18/3末）：5 166億円

24 （三井住友信託銀行（連結））（*2） (163.6%) (△ 25.6%)

25 適格流動資産の額 272,500 32,709 

26 純資金流出額 （*4） 206,571 31,213 

（*2） JTSBにおける信託勘定からの資金流入を含まないベース

（*3） 当四半期における平均値。17/3末を末日とする四半期との比較を記載
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（*1）うちその他有価証券評価差額（18/3末）：5,166億円
（*4） 18/3末速報値は、日次データを用いるべき項目の一部を月末データで

　　  　代用し算出しております。

手数料ビジネス： 投資運用コンサルティング

販売額は 株高を背景とした顧客の投資マインドの改善もあり 前年度比3 683億円増加の1兆7 369億円

投信販売手数料 保険販売手数料 販社管理手数料等

収益の推移収益の状況

販売額は、株高を背景とした顧客の投資マインドの改善もあり、前年度比3,683億円増加の1兆7,369億円
収益は、保険販売手数料が前年度比減少となる一方、投信販売手数料の増加で補い、前年度並みの581億円

129

158

121

150 157 152
150

200

投信販売手数料 保険販売手数料 販社管理手数料等（億円）17年度 18年度

（億円） 実績 16年度比 計画

1 収益合計 581 △ 6 610 

2 投信販売手数料 199 21 200 

保険販売手数料 △

72 76 70 76 75 81

13 14 10 20 25 21
43

68
39

53 57 49
121

0

50

100

3 保険販売手数料 78 △ 33 90 

4 販社管理手数料等 303 4 320 

17年度 18年度

販売額・残高の状況

投信 ファンドラップ・SMA 保険（億円）

0
16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q

17年度 18年度

（億円） 実績 16年度比 計画

5 販売額合計 17,369 3,683 17,850 

6 投信 12,415 2,424 12,550 

7 ファンドラップ・SMA 2 480 1 320 2 400

販売額の推移

3 369 3,358 2 994
2,952

4,168

3,484

4,702 4,788
4,394

4,000

投信 ファンドラップ SMA 保険（億円）7 ファンドラップ SMA 2,480 1,320 2,400 

8 保険 2,473 △ 61 2,900 

18/3末 19/3末

（億円） 実績 17/3末比 計画

408 424 346 640 794 691
230 303 445

692 635 707

2,313

3,440
2,692

3,369 3,358 2,994

0

2,000

9 残高合計 61,589 1,707 63,800 

10 投信 28,915 949 30,200 

11 ファンドラップ・SMA 8,309 654 8,700 

12 保険 24,363 103 24,900 
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0
16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q13 ラップセレクション 16,694 696 17,300 
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手数料ビジネス： 資産運用・管理（受託事業）

資産運用残高は 厚生年金基金解散を主因に年金信託が減少する一方 時価増加もあり 17/3末比6 3兆円増加の87 2兆円

資産運用残高の状況 資産管理残高の状況

資産運用残高は、厚生年金基金解散を主因に年金信託が減少する 方、時価増加もあり、17/3末比6.3兆円増加の87.2兆円
資産管理残高は、国内、海外、いずれも17/3末比増加

17/3末 18/3末

[国内] （兆円） 増減

9 投信（*1） 64.5 73.4 8.8 

10 投信以外（*1） 61.1 68.0 6.8 

17/3末 18/3末

（兆円） 増減

1 資産運用残高 80.9 87.2 6.3 

2 三井住友信託銀行 51.1 53.8 2.6 

年金信託 △ [海外] （億ドル）

11 グローバルカストディ （*2） 3,054 3,422 367 

12 ファンドアドミ 384 468 83 
（*1）三井住友信託銀行の資産管理残高

（*2）米国三井住友信託銀行 三井住友トラストUK 三井住友トラストLUXの合計

3 年金信託 15.0 13.6 △ 1.3 

4 指定単 10.7 11.8 1.1 

5 投資一任 25.4 28.2 2.8 

6 投信運用子会社 29.8 33.4 3.6 

7 三井住友トラストAM 9 5 10 0 0 5

80 1 76 6
80.9

87.2 
三井住友信託銀行 三井住友トラストAM 日興AM（兆円）

4,000 

国内（投信以外） 国内（投信）

海外（ファンドアドミ） 海外（カストディ）
国内

（兆円）

海外

（億ドル）

（*2）米国三井住友信託銀行、三井住友トラストUK、三井住友トラストLUXの合計7 三井住友トラストAM 9.5 10.0 0.5 

8 日興AM 20.3 23.4 3.0 

53.9 51.0 51.1 
53.8 

80.1 76.6 
80.9 

40

60

80

48.0
53.0

61.1

68.0

3 422

220
260

384

468

2,000 
50

100 

19.4 17.4 20.3 23.4 

6.6 8.1 9.5 10.0 

0

20

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

48.1 55.6
64.5

73.42,657 2,774
3,054

3,422

0 0 

50 

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末
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15/3末 16/3末 17/3末 18/3末
ドル/円 120.18 112.63 112.15 106.24

TOPIX 1,543.11 1,347.20 1,512.60 1,716.30
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手数料ビジネス： 不動産

法人不動産仲介手数料（三井住友信託銀行）は 大型案件の貢献もあり 前年度比6億円増加の261億円

不動産仲介等手数料の推移収益の状況（グループベース）

法人不動産仲介手数料（三井住友信託銀行）は、大型案件の貢献もあり、前年度比6億円増加の261億円
リテール不動産仲介手数料（三井住友トラスト不動産）は、業績が堅調に推移したことから、同7億円増加の196億円

169

123
133150

三井住友信託銀行 三井住友トラスト不動産（億円）17年度 18年度

（億円） 実績 16年度比 計画

1 不動産仲介等手数料 457 13 470 

2 三井住友信託銀行 261 6 270 

55 48 50 50

45

113

47
75 55

83
89 94

106

50

100

3 三井住友トラスト不動産 196 7 200 

4 不動産信託報酬等 60 △ 1 60 

5 その他不動産関連収益 19 0 20 

6 三井住友信託銀行 △ 0 △ 3 0 

グ プ会社 44 55 47 48 50 50

0
16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q

7 グループ会社 20 4 20 

8 合計 538 13 550 

9 うち三井住友信託銀行 321 1 330 

資産運用 管理残高の状況

（参考）長期推移

519

681 

369 

444 457 470 495 

400

600 

三井住友信託銀行

三井住友トラスト不動産
（億円）

18/3末

（億円） 17/3末比

10 不動産証券化受託残高 153,200 11,772 

資産運用・管理残高の状況

162 
104 112 118 150 189 196 200 215 

519 

165 167 117 

219 
254 261 270 280 269 280 

235 

200 

400 
11 REIT資産保管受託残高 133,979 9,668 

12 投資顧問運用残高 7,091 585 

13 私募ファンド 4,382 259 

14 公募不動産投信 2,708 325 
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06年度

実績

08年度

実績

10年度

実績

12年度

実績

14年度

実績

16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

19年度

中計
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資金ビジネス： クレジットポートフォリオ（三井住友信託銀行）

クレジットポートフォリオ残高は17/3末と概ね同水準の29 47兆円

個人 プロダクト関連（外貨）

プ ダ ポ

（兆円）個人向け

クレジットポ トフォリオ残高は17/3末と概ね同水準の29.47兆円
住宅ローンを中心に個人ローンが増加する一方、法人向け与信は外貨残高の抑制運営もあり減少

28 42
29.42 29.47 29.74

30 

プロダクト関連（円貨） コーポレート（外貨）

コーポレート（円貨）

17年度 18年度

（億円） 実績 17年度比 計画

1 個人ローン実行額 13,168 △ 5,525 11,500 

2 うち住宅ローン実行額 12,145 △ 5,345 10,500 

7.56
7.93 8.92 9.45 9.70

27.10
28.42

18/3末 19/3末

（億円） 実績 17/3末比 計画

3 個人ローン残高 94,504 5,235 97,000 

2.91 2.94 3.22

2.88 2.81 3.08

20 

18/3末 19/3末

4 うち住宅ローン残高 88,747 4,961 91,000 

法人向け

19.53 20.49

3.93 3.40 3.25

10 

18/3末 19/3末

（億円） 実績 17/3末比 計画

5 コーポレート（円貨） 108,668 987 104,700 

6 コーポレート（外貨） 34,019 △ 5,306 32,500 

10.76 10.86 10.47

0 

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

7 プロダクト関連（円貨） 29,465 334 32,200 

8 プロダクト関連（外貨） 28,135 △ 688 30,800 

9 法人与信残高 200,290 △ 4,672 200,400 

10 うちプロダクト関連 57,601 △ 353 63,000 
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15/3末

実績

16/3末

実績

17/3末

実績

18/3末

実績

19/3末

計画（ドル円レート） (106.24) (△ 5.91)
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2018年度業績予想2018年度業績予想
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2018年度業績予想

実質業務純益 親会社株主純利益 いずれも17年度実績比増益の予想

17年度 18年度

実績 上期 予想 17年度比

実質業務純益、親会社株主純利益、いずれも17年度実績比増益の予想
連結配当性向30％の配当還元方針に則った普通株式の配当金は、1株当たり130円を予想

実績 上期 予想 17年度比

（億円） 実質（*）

1 実質業務純益 2,705 1,300 2,800 94 94 ①

2 （三井住友信託銀行） (1,897) (1,250) (2,350) (452) (102)

3 実質業務粗利益 7,057 3,450 7,150 92 92 

（*） 【想定】

① 実質業務純益：前年度比＋94億円
実質業務粗利益増加 方4 三井住友信託銀行 4,268 2,450 4,750 481 131 

5 その他グループ会社等 2,788 1,000 2,400 △ 388 △ 38 

6 総経費 △ 4,351 △ 2,150 △ 4,350 1 1 

7 三井住友信託銀行 △ 2,370 △ 1,200 △ 2,400 △ 29 △ 29 

8 その他グル プ会社等 △ 1 980 △ 950 △ 1 950 30 30

（*）

（*）

・実質業務粗利益増加の一方、

総経費横ばいを想定

② 与信関係費用：18年度予想△200億円
・総与信約30兆円の7bp程度を想定

8 その他グループ会社等 △ 1,980 △ 950 △ 1,950 30 30 

9 与信関係費用 29 △ 100 △ 200 △ 229 △ 229 ②

10 三井住友信託銀行 70 △ 100 △ 200 △ 270 △ 270 

11 その他グループ会社等 △ 40 0 0 40 40 

12 株式関係損益 63 150 300 236 236 ③

③ 株式関係損益：18年度予想＋300億円

・計画に沿った政策保有株式の

削減を想定

④ その他臨時損益：18年度予想△350億円
13 その他臨時損益 △ 472 △ 100 △ 350 122 122 ④

14 経常利益 2,326 1,250 2,550 223 223 

15 うち三井住友信託銀行 1,729 1,300 2,300 570 220 

16 親会社株主純利益 1,539 800 1,650 110 110 

17 うち三井住友信託銀行 1 179 1 000 1 700 520 170

（*）

（*）

④ その他臨時損益：18年度予想△350億円
・前年度システム関連の一括償却が解消

17 うち三井住友信託銀行 1,179 1,000 1,700 520 170 

18 1株当たり配当金（普通株式） 130円 65円 130円 ±0円

19 連結配当性向 32.1% --- 30.0% △ 2.1% 
（*）18年度に予定している子会社配当（資本効率向上を企図）を除く増減

（*）
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（参考）事業別内訳

17年度 18年度 19年度

（億円） 実績 上期 予想 17年度比 中期計画

1 実質業務純益 2,705 1,300 2,800 94 3,000 

2 実質業務粗利益 7,057 3,450 7,150 92 7,300 

個人ト タ リ シ 事業3 個人トータルソリューション事業 1,937 1,000 2,000 62 2,060 

4 三井住友信託銀行 1,328 680 1,370 41 1,450 

5 その他グループ会社等 608 320 630 21 610 

6 法人事業 1,834 900 1,860 25 1,910 

7 三井住友信託銀行 1 286 630 1 300 13 1 2807 三井住友信託銀行 1,286 630 1,300 13 1,280 

8 その他グループ会社等 547 270 560 12 630 

9 証券代行事業 359 190 370 10 370 

10 三井住友信託銀行 201 110 210 8 210 

11 その他グル プ会社等 158 80 160 1 16011 その他グループ会社等 158 80 160 1 160 

12 不動産事業 538 250 550 11 570 

13 三井住友信託銀行 321 140 330 8 340 

14 その他グループ会社等 216 110 220 3 230 

15 受託事業 1 697 820 1 710 12 1 69015 受託事業 1,697 820 1,710 12 1,690 

16 三井住友信託銀行 627 290 630 2 630 

17 その他グループ会社等 1,070 530 1,080 9 1,060 

18 マーケット事業 544 270 550 5 520 

19 総経費 △ 4 351 △ 2 150 △ 4 350 1 △ 4 30019 総経費 △ 4,351 △ 2,150 △ 4,350 1 △ 4,300 

20 三井住友信託銀行 △ 2,370 △ 1,200 △ 2,400 △ 29 △ 2,320 

21 その他グループ会社等 △ 1,980 △ 950 △ 1,950 30 △ 1,980 

22 経常利益 2,326 1,250 2,550 223 2,750 

23 親会社株主純利益 1,539 800 1,650 110 1,800
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23 親会社株主純利益 1,539 800 1,650 110 1,800 



経営基盤経営基盤
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コーポレートガバナンスの強化：組織体制

指名委員会等設置会社移行後のコーポレートガバナンス体制 17年度 ガバナンス強化の取り組み指名委員会等設置会社移行後のコ ポレ トガバナンス体制

株主総会

取締役会 法定の委員会
監督機関

ガバナンス体制の強化

►指名委員会等設置会社への移行により

17年度 ガバナンス強化の取り組み

取締役会 法定の委員会

任意の委員会取締役・執行役の職務執行を監督

◎●●●●●●●●●●●●●●

「監督」と「執行」を明確に分離
►取締役会はグループ経営の重要事項を

集中的に議論する場へ

報酬委員会

取締役・執行役の報酬決定

◎●●●●●

指名委員会 監査委員会

取締役の選解任

◎●●●●●●

取締役・執行役の
職務執行の監査

取締役会の機能強化

►取締役会議長に社外取締役を選任
►社外取締役と非執行の社内取締役で

過半を占める構成◎●●●●●◎●●●●●● ◎●●●●
過半を占める構成

►取締役会の多様性進展に向け、
女性社外取締役を選任

利益相反管理委員会リスク委員会
任意委員会の設置

利益相反管理態勢の強化

◎●●●

リスクガバナンスの助言

◎●●●●

監督

◎：議長・委員長
●：社外
●：社内・非執行
●：社内・執行

任意委員会の設置

►信託銀行グループとしての高度な利益
相反管理体制整備の一環として
利益相反管理委員会の設置

►当社ならではのリスク文化の醸成と

経営会議

各委員会
代表執行役 執行役等

執行機関

監督 ►当社ならではのリスク文化の醸成と
リスクガバナンスの追求を目的に
リスク委員会を設置
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各委員会
代表執行役 執行役等



コーポレートガバナンスの強化：取締役会の実効性向上

社外取締役の積極的な関与や会議運営の高度化によるコ ポレ トガバナンス態勢の強化

取締役会の構成 社外取締役のガバナンスへの関与の事例

社外取締役の積極的な関与や会議運営の高度化によるコーポレートガバナンス態勢の強化

社外取締役会議 社外取締役のみで当社ガバナンス運営に対

社外取締役 7名 社内取締役 8名

議

長

社外取締役会議
の立ち上げ

社外取締役のみで当社ガバナンス運営に対
する評価・課題を意見交換する場を創設

取締役会評価
取締役会において、取締役会評価の結果を
共有し改善点や今後の対応の方向性を議論

社外取締役比率 47％

非執行取締役比率 73％

非執行（11名） 執行（4名）
共有し改善点や今後の対応の方向性を議論

信託銀行の
モニタリング強化

グループ全体に関する四半期報告に加えて、
中核の信託銀行の月次報告運営を開始

47%社外取締役数

社外監査役数

社外役員数の変遷 審議テーマの工夫

執行役 法令に別段の定めがある場合 監督目線での

20% 20%

33% 33%社外取締役比率 への委任 を除き、原則執行役へ委任 議題が増加

執行役
報告

個別の執行案件を執行役の担
当業務毎にまとめて報告

取締役会の
効率性向上

0名 0名 2名 2名 3名 3名 7名4名 4名 4名 4名 2名 3名

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

報告 当業務毎にまとめて報告 効率性向上

経営
テーマ
の議論

経営上の重要テーマや中長期
課題を議論する運営開始

社外取締役の
知見活用
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監査役会設置会社
指名委員会等

設置会社

の議論

フィデューシャリー・デューティー／利益相反管理

お客さまへのよりわかりやすい情報提供に向けた継続的取組により 浸透・定着から好循環サイクルへ

これまでの主な取り組み 今後の注力テーマ

お客さまへのよりわかりやすい情報提供に向けた継続的取組により、浸透・定着から好循環サイクルへ
利益相反管理態勢の実効性向上へ管理ルールの再整理や委員会運営の態勢高度化を実施

顧客
説明

►お客さまの声を反映したわかりやすい資料提供
►顧客説明研修強化

►ファンドラップなど複雑な商品・サービスに関するわかりや
すい情報提供へ説明資料の改定など実施

►階層別研修・各種ディスカッションの分析結果を施策へ反映

FD
態勢
強化

►投信・保険の外部評価機関設立・営業開始
►浸透・定着のための研修・ディスカッション等

►外部評価機関を活用したより良い商品の提供
► 「お客さま本位」のさらなる浸透・徹底

顧客
価値向上

► KPI向上への着実な取組み
►休日・時間外営業の拡大（顧客コンタクトの拡大）
►お客さまの評価を踏まえたサービス等の改善

►顧客価値向上に向け、KPIの拡大、行動計画見直し
►お客さまの声の分析、商品・サービスへの反映、共に成長

する好循環へ

利益

組織
対応

►利益相反管理委員会等の活発な議論を踏まえた
管理態勢の高度化

► 「見える化」のための同委員会の議事概要の公表

►利益相反管理委員会審議の円滑運営と中長期テーマの
フォワードルッキングな検討

►高度化した利益相反管理態勢の定着利益
相反
管理

態勢
強化

►運用事業の利益相反管理態勢の定着
►商品審査プロセス高度化等による「動的管理態

勢」の構築

►運用事業分社化に向けた管理態勢構築・整備
►M&A関連取引等の利益相反管理ルールの再整理
►利益相反管理責任者など「一線」の態勢の定着
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勢」の構築 ►利益相反管理責任者など「 線」の態勢の定着



サステナビリティの取り組み：ESG経営/商品の品揃えで邦銀トップクラス評価

ESG評価では邦銀トップクラス邦銀では最も早く開始 ESGを経営に取り込んだ ESG評価では邦銀トップクラス

AAAは
8.6以上

【MSCI評価】
銀行セクターの格付け分布（グローバル）

評点8 5 格付けAA国内外の動向 当グループの取り組み

邦銀では最も早く開始、ESGを経営に取り込んだ
独自のスタイル（マテリアリティマネジメント）を確立

社会課題解決型商品の品揃えは国内金融機関屈指

経済同友会
「企業白書」

（日本のCSR元年）

国連GC（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ｺﾝﾊﾟｸﾄ）制定

CSR部署創設（2003）/CSRﾚﾎﾟｰﾄ発行（2004）

UNEP FI加盟（2003）/国連GC加盟（2005）

経営ﾃ ﾏ（年度経営計画）に組入（2006）

国内銀行 第１位
（国内金融機関最上位）

評点8.5 格付けAA

【NPO法人評価】

2003

2000

国連PRI制定
（ESG元年）

CSR国際規格
ISO26000制定

経営ﾃｰﾏ（年度経営計画）に組入（2006）

PRI署名（2006）←SRIﾌｧﾝﾄﾞ設定（2003）

【NPO法人評価】
NPO法人Fair Finance Guideによる格付

国内銀行 第１位

評点3.1
環境金融＝ｴｺﾄﾗｽﾃｭｰｼｮﾝ開始（2006）

2006

2010
ISO26000制定

統合報告フレーム
ワーク制定（IIRC)

21世紀金融
行動原則制定

21世紀金融行動原則署名（2011）

ﾋﾞｼﾞﾈｽと生物多様性ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ署名（2008）

社会的責任に関する基本方針策定（2011） テーマを絞り社会課題解決型商品の品揃えを拡充

国内銀行 第 位

2011

2013

プロダクトアウトではなくマーケットインの発想で社会課題解決型商品の品揃えを拡充

パリ協定採択
国連SDGs採択

ｽﾁｭﾜｰﾄﾞｼｯﾌﾟ
ｺｰﾄﾞ制定

ﾎﾟﾚ ﾄｶﾞ ﾞﾅﾝｽ

ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ開始（2015）

赤道原則署名（2016）

自然資本宣言署名（2012）2014

2015

プロダクトアウトではなくマ ケットインの発想で社会課題解決型商品の品揃えを拡充
→結果的にSDGs（持続可能な開発目標）と親和性の高いラインナップ

ｺｰﾎ ﾚｰﾄｶ ﾊ ﾅﾝｽ
ｺｰﾄﾞ制定

価値共創
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ制定

赤道原則署名（2016）

CSR推進室をｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進室に変更、
「ESG経営国内金融機関NO1」を掲げ企業

統合報告書作成（2017）

2017

2016
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機
価値向上に向けた取り組みを加速（2018）2018
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ESG投資 気候変動 自然資本

サステナビリティの取り組み：社会課題解決型商品のラインアップ事例

ESG投資のパイオニアとしての取り組み

• 非財務情報評価ツールMBISを活用した
運用力向上
投資家視点＋当社自身のESG/CSR運営

再生可能エネルギー支援ラインナップ整備

• 2015年：再生可能エネルギー事業向け投資
ファンドの設立
2016年 管水路用マイクロ水力発電の

自然資本分野でのリーダーシップ

• 2010年：生物多様性企業応援ファンド販売
開始
2013年 自然資本評価型環境格付融資

ESG投資 気候変動 自然資本

• 投資家視点＋当社自身のESG/CSR運営
ノウハウを生かしたコンサルティング(証券
代行)

• 2016年：管水路用マイクロ水力発電の
リース

• 2018年：機関投資家向け国内再生可能
エネルギー事業投資ファンド設立

• 2013年：自然資本評価型環境格付融資
実行

• 2017年：森林信託の開発

残高25兆円は国内最大級

市場創造に向けたリーダーシップ

環境配慮型建築 サ グ

個人業務における3つのプロジェクト

流講師陣 よるシ 顧客向けシ バ

グループとして取り組む3つのプロジェクト

年 ナシ ナ 活動支援開始

環境不動産 超高齢社会問題 コミュニティ支援活動

• 環境配慮型建築コンサルティング
• CASBEE-不動産認証申請支援コンサル
ティング

• スマートシティの価値「見える化」と構想策
定支援

• 一流講師陣によるシニア顧客向けシルバー
カレッジの全国開催

• 住まいの選択肢を切り口とした営業支援
• 京都府立医科大と連携した認知症対策

• 2004年：ナショナルトラスト活動支援開始
• 2012年：ESD（環境等教育）プロジェクト開始
• 2013年：ISAKサマースクールにおける里親

開始
定支援

国内外のESG関連活動

国連環境計画・金融イニ
持続可能な社会の形成
に向けた金融行動原則

国連グローバル・コンパクト
自然資本ファイナンス・

ライ責任投資原則 (PRI) 赤道原則
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国連環境計画 金融イニ
シアティブ(UNEP FI)

に向けた金融行動原則
(21世紀金融行動原則)

国連グロ バル コンパクト
(国連GC)

アライアンス
(旧: 自然資本宣言)

責任投資原則 (PRI) 赤道原則
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サステナビリティの取り組み：マテリアリティマネジメントとインターナルエンゲージメント

 ESGを企業価値創造の基盤として重要視する長期投資家の視点を組み込んだマテリアリティ(重要課題) マネジメントを ESGを企業価値創造の基盤として重要視する長期投資家の視点を組み込んだマテリアリティ(重要課題)・マネジメントを
実施し、社会的価値と自らの企業価値の向上を同時に達成する「共通価値」を創造

 ESG投資家（調査機関）等のフィードバックを踏まえ、本部各部とインターナルエンゲージメントを2015年度より継続実施。
企業価値向上への貢献と日常業務において「社内の論理」に陥らないような牽制機能を有効に発揮

長期投資家の視点でマテリアリティ項目を選定 長期的な企業価値向上に向けた取り組みを推進

Step 1 Step 2 Step 3 Step 5Step 4

取組
内容

長期投資家視点で
特定対象を抽出

社内外の有識者への
ヒアリング

マテリアリティマップを
作成、共有

重要課題をマッピングし、経営レベルで共有 業務、情報開示の継続的な改善を推進

取締役会で多面的に
議論

インターナル・
エンゲージメント実施

共通価値
の創造

当
グ
ル
ー

与
え
る

最もマテリアリティが
高い領域

重要課題をマッピングし、経営レ ルで共有 業務、情報開示の継続的な改善を推進

インターナル・
エンゲージメント実施

短期的対応
社会的価値と
経済価値を
同時に創造

・コーポレートガバナンス
・リスク管理とレジリアンス（復元力）
・個人情報・顧客データ保護
・公正な取引慣行への配慮

長期的対応

取締役会で
取組方針を決定

取組
結果

ー
プ
が
社
会
に

る
影
響
度

業務、情報開示の
改善に活用

エンゲ ジメント実施 同時に創造公正な取引慣行への配慮
・コンプライアンス
･金融システムの安定性
・顧客満足度の向上／

フィデューシャリー・デューティ
・投融資先の環境・社会への

影響に対する配慮 等

長期的な企業価値
向上に向けた取り組み

取組方針を決定

中長期的な当グループの
企業価値に与える影響度

影響に対する配慮 等

【2017年度インターナル・エンゲージメントテーマ】
・ESG投資家視点でのガバナンス上の課題 ・企業価値に結び付く人的資本強化と情報開示
・海外における贈収賄防止体制の強化への対応 ・気候変動問題の国際潮流と当社事業への示唆
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海外における贈収賄防止体制の強化への対応 気候変動問題の国際潮流と当社事業への示唆
・スチュワードシップ報告書の新規作成 ・顧客満足度に関するKPI設定のあり方 ほか

人事戦略

 3つの柱「多様性」「健康 生産性」「やりがい」にかかる個々の施策の推進に加え 社員 人ひとりが創出した時間を 3つの柱「多様性」「健康・生産性」「やりがい」にかかる個々の施策の推進に加え、社員一人ひとりが創出した時間を
内発的な動機付けで行う未来創造活動等を通じ、価値創造プロセスを実現する風土を醸成する

17年度下期の実績 18年度に新たに「風土」の醸成として取り組む事項

多様性

►両立支援拡充（傷病治療者、育児介護）

►男性育児休業取得風土の醸成

► LGBT取組評価「Pride指標」で最高評価Gold受賞（*）

► 「イクボス企業同盟」への参加

課長級以上女性数増（ 名目標に対し 名）

多様性
健康・
生産性

やりがい

3つの柱を支える
「風土」の醸成►課長級以上女性数増（300名目標に対し266名）

►テレワーク制度導入

►健康経営-ホワイト500-認定獲得

►グループ全社員の時間外勤務上限（月80時間）遵守

「風土」の醸成

＜戦略思考＞ ＜内発的動機付け＞
（使命感・熱意の醸成）

役員等による

健康・
生産性

►グループ全社員の時間外勤務上限（月80時間）遵守

勤務間インターバル（9時間）確保徹底

►生産性向上を支える業務プロセス改革・インフラ整備

（新外訪支援システム導入・事務プロセス改善等）

►会社設置喫煙室全廃（18年10月）に向け禁煙支援や

役員等による
経営戦略の語りかけ

店部長による塾・道場
（社員版統合報告書）

経営・社員との双方向
コミュニケーション

マネジメント行動宣言

啓発実施

►信託の多様な事業を知る事業説明会を通じ、

チャレンジ意欲やキャリアプラン形成を後押し

►社長や役員と経営戦略を語り合う機会を提供し

リスク文化の醸成

未来創造活動

やりがい
►社長や役員と経営戦略を語り合う機会を提供し、

社員の経営参画意識を醸成

►社員意識調査の低スコア項目に制度・施策・運営で

応える運営を継続

►専門人材の処遇制度見直し 生産性向上

プロジェクトマネジメント力養成
（Work Breakdown Structureの

浸透等）
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専門 材 処遇制度見直

（*）三井住友信託銀行
＜能力開発＞
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